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１．検討委員会の概要 

（１）委員名簿 

 氏 名 役 職 備 考 

委員長 池邊 このみ 千葉大学大学院園芸学研究科 教授 有識者 

副委員長 横田 睦 （公社）全日本墓園協会 主任研究員（工学博士） 有識者 

委 員 北村 喜宣 上智大学法科大学院 教授 有識者 

委 員 平川 道雄 自治会連合協議会副会長・環境衛生部会長 
市民を代表する

関係団体の代表 

委 員 森岡 容子 民生児童委員協議会理事・法典地区会長 
市民を代表する

関係団体の代表 

 

（２）委員会開催日程 

 
開催日 主な議題 

第１回 平成 29年８月 10 日（木） 

・市墓地行政の概要及び委員会での検討事項 

・墓地需要に係る現状分析 

・各委員からの意見（検討の留意点・要点等） 

第２回 平成 29年 10月 25日（水） 

・墓地行政における理念・方針のあり方 

・市営霊園における墓地供給促進の考え方 

・民間墓地の適切な普及のための規範の考え方 

第３回 平成 29年 12 月６日（水） 
・船橋市墓地等基本方針（素案）について 

・策定までの手順について 

第４回 平成 30年３月７日（水） 
・船橋市墓地等基本方針（案）について 

・パブリックコメントの結果について 
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（３）委員会設置要綱 

 

船橋市墓地等基本方針検討委員会設置要綱 

平成２９年５月１９日 環第 262号 

 

（設置） 

第１条 船橋市（以下「市」という。）において今後の墓地の適正な普及のあり方等について調査し、（仮称）船橋市墓地

等基本方針（以下「基本方針」という。）を策定するため、船橋市墓地等基本方針検討委員会（以下「委員会」という。）

を設置する。 

（検討事項） 

第２条 委員会は次に掲げる事項を検討する。 

（１）基本方針・理念に関すること。 

（２）民間墓地の適切な普及のための規範のあり方に関すること。 

（３）エンディングサポートの一環としての墓じまいのあり方に関すること。 

（４）その他必要な事項に関すること。 

（組織等） 

第３条 委員会は、委員５名以内をもって組織する。 

２ 委員会の委員は、国内の墓地、葬祭または墓地行政等の有識者、自治会組織代表者及び民生委員から選定し、

市長が委嘱する。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、基本方針の策定日までとする。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長等） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長および副委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときはその職務を代理する。 

（会議の開催等） 

第６条 会議は、委員長が招集し、委員長が議長となり、議事を整理する。 

２ 委員長は必要と認めるときは、関係者に会議への出席を求め、その意見若しくは説明を聴き、又は必要な資料の提

出を求めることができる。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところによる。 

 （委員の代理） 

第７条 委員の代理は、原則として認めないこととする。 

（会議の公開等） 

第８条 委員会の会議は、原則として公開とする。 

（事務局） 

第９条 委員会の事務局は、環境部環境保全課に置く。 

２ 事務局は、会議の庶務全般に関して執り行う。 
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（守秘義務） 

第 10条 委員は職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（災害補償） 

第 11条 委員の職務上生じた災害については、議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例

（昭和４２年船橋市条例第３３号）の規定に準じて補償するものとする。 

（その他） 

第 12条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年５月１９日から施行する。 
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２．本市の墓地行政に関連する計画や条例等の整理 

（１）関連計画の整理 

①各種上位計画 

墓地等に関する記載のある行政計画として総合計画や都市計画マスタープラン、公共施設等総合管理

計画などがあります。 

計画書 計画期間 記載内容 記載箇所 墓地行政の位置付け 

船 橋 市

総 合 計

画・実施

計画 

（ 平 成

28 年５

月策定） 

平成 28 年

度～30 年

度 

（３年間） 

【重点事業】霊園の整備（以下、原文） 

新たな形態の合葬式墓地建設を主な柱として馬込霊園

を整備します（馬込霊園第５次整備事業）。また周辺の

交通渋滞対策として、馬込霊園に通じるアクセス通路

の整備を進めます。 

13ｐ 六つのめざすまちの姿のう

ち「未来へつなぐ恵み豊か

な環境のまち」に関わる重

点事業として掲載。 

 墓地・斎場の整備事業計画（下図の通り） 

 

84～85ｐ 六つの分野別計画に基づ
く事業「いつも身近に『安
らぎ』が感じられるまち
（自然と都市と市民生活
が調和した安心・快適都
市の形成）の中の３つの
政策の１つ「安全・安心
な暮らしを支える生活環
境づくり」における基本
施策「清潔で安心な暮ら
しの実現の基本施策」と
して、平成 28～30年度ま
での行動計画を明記。 

船 橋 市

都 市 計

画 マ ス

タ ー プ

ラン 

（ 平 成

24 年３

月改定） 

平成 24 年

度～32 年

度（9年間） 

※墓についての直接の記述はないので「都市公園」の一つと

して、都市公園についての位置付けを抜粋 
 本市の都市計画に関わる

「現況と課題」のうちの一

つ「水と緑の環境づくり」

の具体的な取組みとして公

園整備についての考え方を

明記。 

都市公園の整備状況（以下、原文） 

都市公園開設面積の拡大により、供用率及び市民一人

あたりの公園面積が増えるとともに、都市計画決定の

指定による公園・緑地数も 156 箇所（約 124.7ha）か

ら 198 箇所（約 159.0ha）へと大幅に増加しています。 

 

 

 

 

21ｐ 

  公園の現況と課題について（以下、抜粋） 

○市内には大規模な公園がありますが、地域的に偏在

していることや一人あたりの公園面積が少ないこ

と、さらに身近な憩いの拠点となる近隣公園や街区

公園が少ないなどの課題を抱えています。  

○将来の都市形成に必要な規模の公園用地の確保と公

園の適正配置が必要です。このため、公園用地の確

保にあたっては、買収方式だけでなく、調整池の活

用や借地型の公園整備を取り入れるなどの工夫も必

要となります。  

○公園利用に対する市民の要望の多様化に対し、十分

利用されていない既設公園の改修や魅力ある公園づ

くりを、市民とともに推進していく必要があります。  

○身近な公園では、利用者に愛され親しまれるために

も、地域住民との協働による公園の維持・管理の工

夫が望まれます。 

22～23ｐ  
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船 橋 市

公 共 施

設 等 総

合 管 理

計画 

平成 29 年

度～72 年

度 

（44年間） 

霊園の現状と課題および今後の方針について（下図の通り） 

 

59ｐ 公共施設等の管理に関
する2つの基本方針と7
つの基本的な考え方に
沿い、施設類型ごとの
管理に関する基本的な
方針を定めている。 
霊園は「建物施設」の
うち「環境施設」に分
類され管理方針を定め
ている。管理事務所の
集約や民間活用などに
より行政コストの軽減
を図る方針である。 

 

 

②墓地に関する計画 

墓地に関する計画として馬込霊園第５次整備計画があります。 

計画書 計画期間 記載内容 
記載 

箇所 
墓地行政の位置付け 

船橋市馬

込霊圏第

５次整備

計画 

建設日程： 

平成 15 年度

～17年度 

 

募集： 

平成 18 年度

～ 

※拡張を続けてきた馬込霊園の第５次の整備計画として

整備方針と年度別の計画を示している。 

 

計画の理念（以下、要約） 

①墓地の「有期限化」「共同化」「脱墓石化」 

「墓地の最低使用期間を規定し、墓地の循環使

用を進める有期限化、合葬式共同墓地の建設の

普及、墓石にとらわれない納骨形態の普及」の 3

点の整備理念を掲げる。 

②墓地の循環システム 

「納骨棚の再使用が可能な合葬式共同墓地を建

設すること」「承継者のいなくなった家族墓地の

遺骨を合葬式共同墓地に収蔵することにより空

区画を創出し、新たな家族墓地として市民に提供

する」ことを挙げている。 

９ｐ 船橋市の墓地計画に関する
課題は大きく分けて「高齢
化」「少子・非婚化」「財政難」
の 3つであり、このような社
会環境の変化に対応した墓
地の供給の仕組みが求めら
れている。 
祭祀という宗教的な感情に
配慮しつつ、船橋市民の財産
を保全し社会福祉を実現す
ることが示されている。 
しかし、市の財政や地域への
影響を考慮すると市営霊園
のさらなる拡張は難しいた
め、現有規模で墓地の循環シ
ステムに則って展開するこ
とが適切な対処方法といえ、
市営霊園では供給対応でき
ない分は補完機能として民
間墓地が役割を果たすこと
も視野に入れる必要がある。 
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＜馬込霊園第５次整備計画＞ 
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（２）関連条例の整理 

①本市の条例の整理 

本市の墓地等に関する条例として霊園条例、霊堂条例、墓地等の経営の許可等に関する条例、船橋市

葬具の貸付に関する条例等があります。 

 

条例名 制定年 概要 

船橋市霊園条例 昭和 39年 
墓地、埋葬等に関する法律（昭和 23年法律第 48号）に基づく埋蔵の施設（霊園）

の設置及び管理に関し必要な事項を定めている。 

船橋市霊堂条例 平成５年 
墓地、埋葬等に関する法律（昭和 23年法律第 48号）第 2条第 6項に規定する納

骨堂の設置及び管理に関し、必要な事項を定めている。 

船橋市墓地等の経営

の許可等に関する条

例 

平成 13年 

墓地、埋葬等に関する法律（昭和 23 年法律第 48 号。以下「法」という。）第 10

条の規定による墓地、納骨堂又は火葬場の経営の許可等の基準に関し、必要な事

項を定めている。 

《必要な事項の例：設置場所（住宅等から 100m 以上、河川や海から 20m 以上離

す）、外構（墓地面積に応じた緑地帯及び障壁や垣根等を設ける）、域内道路（幅

1m以上、主要なものは 3m以上等）、1区画当たりの墓面積（1.5㎡以上）など》 

船橋市葬具の貸付に

関する条例 
昭和 55年 

葬具を貸し付けることにより、葬儀費用の軽減を図り、もって市民生活の改善に

資することを目的とした条例。 



資料編 34 

 

②「墓地の経営許可に関する条例」の近隣自治体との比較 

墓地の経営許可に関する条例（平成 29年７月現在）について、各自治体の状況を比較すると、本市より厳しい基準を設ける自治体が多いことがわかります。 

 

表 県内各市の墓地等の経営許可に関する条例の規定比較 

市
町
村 

条
例
制
定
年 

市営霊園(※1※2) 墓地整備の環境基準 経営する法人等の用件 合意形成 納骨堂環境基準 

火葬場環境基準 有
無 

募 
集 
状 
況 

合
葬
墓 

土地の条件 

住宅からの距離 

（※状況により異なるため 

緩厳の色分けはしない） 

1 区画あ

たり面
積 

域内通路の幅員 

駐車場の台数 

（※状況により異なるため 

緩厳の色分けはしない） 
宗教法人 

公益社団法人

又は公益財団
法人 

自治体と

の事前協
議の必要 

標識の設
置の必要 

住民へ

の説明
の必要 

土地の条件 

※いずれの自治体も墓

地と同じ基準 

その他の条件
(住宅や河川・海
からの距離等) 

船
橋
市 

平 
成 
13 
年 

有 返還
のみ 

無 自己の所有地 基準なし 
（埋葬の場合 100m 以上） 

1.5 ㎡
以上 

１m 以上(ただし、墳墓の構造及び配置状況により、
市長が認めるときは、この限りでない) 
(3,000 ㎡以上の場合、主要通路は３m 以上。１ha
以上の場合、幹線通路は６ｍ以上) 

基準なし 
（3,000 ㎡以上の場合、市長が定める数以上） 

主たる事務所又は従
たる事務所を市内に
有する 

自己の所有地に
設置した墓地を
経営しようとす
る 

有 基準
なし 

基準
なし 

自己の所有地 基準なし 住宅等から 100m 以上
離す 

千

葉
市 

平 

成
12
年 

有 返還

のみ 

有 自己の所有地で、か
つ、宗教法人の場合
は、境内地又はこれ
に隣接する土地を
含む一団の土地 

50m 以上（埋葬の場合 100m 以上） 
ただし、墓地の区域の面積が 1,000 ㎡
未満の墓地で、当該墓地の境界に高さ
1.8ｍ以上の障壁等を設ける場合、公衆
衛生その他公共の福祉の見地から支障
がないと市長が認めるときは、この限り
でない 

基準な

し 

1m 以上（ただし、墳墓の構造及び配置状況に

より、市長が認めるときは、この限りでない） 
（2,000 ㎡以上の場合、主要通路は 3m 以上、
幹線通路は 6ｍ以上） 

基準なし 

（2,000 ㎡以上の場合、墳墓数に 0.05 を乗じ
て得た数以上） 

5 年以上事務所を市

内に有する 

市内に事務所を

有し、自己の所
有地に設置した
墓地を経営しよ

うとする 

有 有 有 

 

自己の所有地で、
かつ、宗教法人の
場合は、境内地又
はこれに隣接す
る土地を含む一
団の土地 

基準なし 

（船橋市と同基準） 

市
川
市 

平
成
12

年
  

有 新規
あり 

有 自己の所有地で、か
つ、境内地又はこれ
に隣接する土地の

区域 

基準なし 
（2,000 ㎡以上の場合に限り
100m 以上〉 

1.0 ㎡
以上 

1m 以上(ただし、墳墓の構造及び配置状況により、市
長が認めるときは、この限りでない) 
（2,000 ㎡以上 5,000 ㎡未満の場合、幹線通
路は５m 以上。5,000 ㎡以上の場合、幹線通
路は６m 以上） 

基準なし 
（2,000 ㎡以上の場合、墳墓数に 0.05 を乗じ
て得た数以上） 

主たる事務所を市内
に有する 

主たる事務所を
市内に有し、自
己の所有地に設
置した墓地を経
営しようとする 

有 基準
なし 

基準
なし 

自己の所有地で、
かつ、境内地又は
これに隣接する

土地の区域 

基準なし 

（船橋市と同基準） 

松
戸
市 

平
成
13

年 

有 新規
あり 

有 自己の所有地で、か
つ、境内地又はこれ
に隣接する土地の

区域 

50m 以上 
（2000 ㎡以上の場合は 100m 以
上） 

基 準 な
し 

1m 以上（ただし、墳墓の構造及び配置状況に
より、市長が認めるときは、この限りでない） 
（2,000 ㎡以上の場合、幹線通路は 5m 以上。1ha
以上の場合、幹線通路は 6ｍ以上） 

墳墓数に 0.05 を乗じて得た数以上(※この駐
車施設は、墓地の区域又は当該区域に隣接した
経営予定者が所有する土地に設けること) 

主たる事務所を市内
に有する 

記載なし（認め
ていない） 

有 有 有 自己の所有地で、か
つ、境内地又はこれ
に隣接する土地の

区域 

基準なし 

（船橋市と同基準） 

野
田

市 

平
成

12
年 

無 

― ― 

自己の所有地で、か
つ、境内地又はこれ

に隣接する土地の
区域 

100ｍ以上 1.5 ㎡
以上 

（船橋市と同基準） 

基準なし 
（3,000 ㎡以上の場合、墳墓の区画数に 0.1

を乗じて得た数以上。さらに、車椅子を使用し
ている者が円滑に利用することができる駐車
台数を、全駐車台数に 0.02 を乗じて得た数以

上） 

本市の区域内に主たる事
務所を有し、本市の区域内

において継続的に宗教活
動を行い、かつ、永続的に
墓地等を経営する能力を

有する 

記載なし（認め
ていない） 

有 有 有 自己の所有地で、
かつ、境内地又は

これに隣接する
土地の区域 

墓地の基準
と同じ 

（船橋市と同基準） 

習

志
野
市 

平

成
12
年 

有 返還

のみ 

有 

（船橋市と 
 同基準） 

50m 以上 1.5 ㎡

以上 
（船橋市と同基準） 

墳墓数に 0.05 を乗じて得た数以上(ただし、

土地の形状その他の事由によりやむを得ない
と市長が認める場合は、この限りでない) 

主たる事務所を市内

に 5 年以上有する 

主たる事務所を

市内に 5 年以上
有する 

有 有 有 

（船橋市と 
 同基準） 

基準なし 

（船橋市と同基準） 

柏
市 

平
成
13

年 

無 

― ― 

自己の所有地で、か
つ、宗教法人の場合
は、境内地又はこれ
に隣接する土地を
含む一団の土地 

基準なし 
（1,000 ㎡以上の場合原則として
100m 以上） 

1.5 ㎡
以上 

（船橋市と同基準） 

墳墓数に 0.05 を乗じて得た数以上(ただし、
半数以上の駐車台数は当該墓地の区域内に設
置し、残りの駐車台数は墓地の利用者が使用し
やすい位置に設置) 
(1,000 ㎡未満の場合、市長が認めるときは，墓地の
利用者の使用に支障のない数以上) 

主たる事務所を市内
に有する 

主たる事務所を
市内に有する 

有 有 有 自己の所有地で、か
つ、宗教法人の場合
は、境内地又はこれ

に隣接する土地を
含む一団の土地 

基準なし 

（船橋市と同基準） 

流
山

市 

平
成

13
年 

無 

― ― 

自己の所有地で、か
つ、境内地又はこれ

に隣接する土地の
区域 

50ｍ以上 
（埋葬の場合 100ｍ以上） 

1.5 ㎡
以上 

（船橋市と同基準） 

基準なし 
（3,000 ㎡以上の場合、墳墓数に 0.05 を乗じ
て得た数以上。ただし、半数以上の駐車台数は
当該墓地の区域内に設置し、残りの駐車台数は
墓地の利用者が使用しやすい位置に設置） 

主たる事務所を市内
に有する 

記載なし（認め
ていない） 

有 基準
なし 

基準
なし 

自己の所有地で、
かつ、境内地又は

これに隣接する
土地の区域 

基準なし 

（船橋市と同基準） 

八
千

代
市 

平 
成

12
年 

無 

― ― 
（船橋市と 

 同基準） 

50ｍ以上（埋葬の場合 100ｍ以上） 1.5 ㎡
以上 

（船橋市と同基準） 

墳墓数に 0.05 を乗じて得た数以上(ただし、
土地の形状その他の事由によりやむを得ない

と市長が認める場合は、この限りでない) 

主たる事務所を市内
に有する 

主たる事務所を
市内に有する 

有 有 有 
（船橋市と 

 同基準） 

基準なし 

（船橋市と同基準） 

我
孫
子

市 

平 
成
13

年 

無 

― ― 
（船橋市と 
 同基準） 

100ｍ以上（ただし、宗教的感情上
及び公衆衛生上支障がないと市長
が認めるときは、この限りでない） 

1.5 ㎡
以上 

1m 以上（ただし、墳墓の構造及び配置状況に
より、市長が認めるときは、この限りでない） 
（2000 ㎡以上の場合、主要通路は 3m 以上。1ha
以上の場合、幹線通路は 6ｍ以上） 

基準なし 
（2,000 ㎡以上の場合、墳墓数に 0.05 を乗じ
て得た数以上） 

5 年以上主たる事務
所を市内に有する 

記載なし（認め
ていない） 

有 有 有 

（船橋市と 
 同基準） 

基準なし 住宅等から 200m 以上離す。
ただし、公衆衛生上支障がな
いと市長が認めるときは、こ
の限りでない。 
※住民説明会も必要 

鎌
ケ
谷

市 

平
成
13

年 

無 

― ― 
（船橋市と 
 同基準） 

基準なし 
〈2000 ㎡以上の場合は 50m 以
上〉 

1.5 ㎡
以上 

1m 以上（ただし、墳墓の構造及び配置状況に
より、市長が認めるときは、この限りでない） 
（2000 ㎡以上の場合、主要通路は３ｍ以上、
幹線通路は 4m 以上。1ha 以上の場合、幹線
通路は６m 以上） 

基準なし 
（2,000 ㎡以上の場合、墳墓数に 0.05 を乗じ
て得た数以上。ただし、半数以上の駐車台数は
当該墓地の区域内に設置し、残りの駐車台数は
墓地の利用者が使用しやすい位置に設置） 

主たる事務所を市内
に有する 

主たる事務所を
市内に有する 

有 有 有 

（船橋市と 
 同基準） 

基準なし 

（船橋市と同基準） 

浦
安

市 

平 
成 
13 
年 

有 新規
あり 

有 
（船橋市と 
 同基準） 

基準なし 1.5 ㎡
以上 （船橋市と同基準） 

基準なし 市内に事務所を有す
る 

記載なし（認め
ていない） 

基準
なし 

基準
なし 

基準
なし （船橋市と 

 同基準） 

基準なし 住宅等から 100m 以上離
す。ただし、公衆衛生上支障
がないと市長が認める場合は、
この限りでない。 

白
井

市 

平 
成

13
年 

有 新規
あり 

有 

（船橋市と 

 同基準） 

50ｍ以上（埋葬の場合 100ｍ以上） 1.5 ㎡
以上 

（船橋市と同基準） 

墳墓数に 0.05 を乗じて得た数以上(ただし、
墓地の利用者が使用できる駐車場が近くにあ

り、市長が相当と認めるときは、この限りでな
い) 

主たる事務所を市内
に有する 

記載なし（認め
ていない） 

有 基準
なし 

基準
なし （船橋市と 

 同基準） 

基準なし 住宅等から 100m 以上離
す。ただし、宗教的感情上
及び公衆衛生上支障がない
と市長が認めるときは、こ
の限りでない。 

（緑色は船橋市より緩い基準、ピンク色は船橋市より厳しい基準） ※１ 市営霊園は他の自治体が運営していても市民に利用権がある場合には「有」とした   ※２ 市営霊園の募集状況は平成 29年４月現在の状況 
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３．地理的な観点からの墓地普及特性分析 

（１）墓地の分布状況 

①本市の墓地分布  

 本市の墓地は、2016年度現在、市営の墓地が２か所、民間等の墓地が３０か所（みなし墓地は除

く）、合計で３２か所あり、市の中部と北部に集中して存在しています。 

 

②本市の墓地一覧 

墓地名称 
新設 

許可年 
許可 

区画数 
墓地名称 

新設 
許可年 

許可 
区画数 

神宮寺墓地 1962 380 光明寺墓地 1991 74 
西福寺墓地 1963 420 船橋第 2メモリアルパーク(小野田霊園) 1994 3,171 
宝成寺共同墓地 1964 150 明礼院やすらぎの里 1999 1,114 
船橋市馬込霊園 1964 20,950 船橋森林霊園 2000 3,586 
長福寺墓苑 1967 399 船橋メルヘンパーク 2001 440 
船橋市習志野霊園 1968 684 船橋高根霊園 2002 925 
高根寺霊園 1973 141 大林寺墓苑 2004 717 
滝不動金蔵寺霊園 1975 563 市川メモリアルパーク圓佛教霊園（百日紅） 2008 1309 
本覚寺霊園 1976 293 船橋和みの郷霊園 2008 1139 
安養寺霊園(坪井墓苑) 1980 262 グリーンパーク船橋 2011 864 
小室霊園 1982 1,621 三咲霊園 2011 1359 
證大寺船橋昭和浄苑 1985 4,408 釈迦寺霊園 2011 1962 
常圓寺豊富墓苑 1983 1,164 長福寺第二墓地 2011 142 
宝林山浄明寺境内墓地 1987 345 ならしのガーデンパーク 2015 496 
能満寺霊園 1978 221 櫻乃里ふなばし聖地 2016 453 
船橋メモリアルパーク 1990 1,231 船橋中央メモリアルパーク 2016 787 

※ みなし墓地は除く。 



資料編- 36 - 

 

（２）納骨堂の分布状況  

①本市の納骨堂分布 

本市の納骨堂は、2016年度現在、市営納骨堂が２か所、民間等の墓地が７か所、合計で９か所ありま

す。 

 

 

②本市の納骨堂一覧 

納骨堂名称 許可年 
許可 
収蔵数 

納骨堂名称 許可年 
許可 
収蔵数 

了源寺納骨堂 1968 80 釈迦寺納骨堂 2000 4,440 

清房院納骨堂 1969 57 専修院納骨堂 2010 109 

阿弥陀寺納骨堂 1988 600 能満寺永代供養墓 2011 150 

船橋市馬込霊堂 1992 1,000 船橋和みの郷霊園納骨堂 2016 1,500 

船橋市習志野霊堂 1993 300 
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（３）市内の民間墓地の立地特性 

①区画数・許可年 

民間墓地の区画数は 450～4,400区画程度となっており、区画の大きい墓地は北部に多く存在していま

す。中部に存在する墓地は比較的新しいところが多いです。 

※ 宗派不問のみ。 

②残区画数 

許可年の古いものを中心に、残区画の割合が 10%を切る墓地がみられます。古い墓地が多いこともあ

り、市の外縁部に存在する墓地の方が空き区画の割合は低い傾向がみられます。 

※ 宗派不問のみ。 
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③土地利用 

民間墓地のほとんどは、ＤＩＤ地区外や用途地域外など、市街地の外側に分布しています。 

 
※ＤＩＤ地区…人口が集中するエリアのこと。市区町村の区域内で人口密度が 4,000 人/km2以上の基本単位

区（平成 2年（1990年）以前は調査区）が互いに隣接して人口が 5,000 人以上となる地区に
設定される。ただし、空港、港湾、工業地帯、公園など都市的傾向の強い基本単位区は人口
密度が低くても人口集中地区に含まれる。 

※ 宗派不問のみ。 

※ 宗派不問のみ。 
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④交通利便 

鉄道駅から離れて立地している民間墓地が多く、バスや車でのアクセスが前提となります。 

※ 宗派不問のみ。 

⑤使用区画に占める船橋市在住割合 

市の外縁部に立地する墓地については、使用区画に占める船橋市在住割合が低い傾向がみられ、市

外からの利用が８割を超える墓地もみられます。 

※ 宗派不問のみ。 
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（４）周辺都市の民間墓地の立地特性 

周辺都市の民間墓地の立地状況をみると、船橋市のほか、市川市、八千代市などのＤＩＤ地区外に

多く分布していることがわかります。 
 

 

※ 周辺市（習志野市、浦安市、市川市、松戸市、鎌ケ谷市、柏市、白井市、八千代市、印西市、佐倉市、四街道市、

千葉市）については、民間の墓園・墓地ポータルサイトより情報を収集し、宗派不問の民間墓地のみを地図上に

プロットした。 

 

（５）墓地の普及特性のまとめ 

・市の中央部と北東部に集中する墓地 

本市の墓地や納骨堂は市の中部と北部の用途地域が指定されていない地域に集中しており、鉄

道のみによるアクセスは難しい立地にあるものが多いため、自家用車やバス、タクシー等の利用

が前提となっています。 

・新規整備は市の北東部から中央部へ 

墓地経営の許可の取得年は北部よりも中部の方が新しいものが多く、残区画数の割合が高い墓

地も中部の方に多いです。 

・市外在住者の利用者が多い外縁部の墓地 

市外在住者にとっての地理的な利便性もあり、市の外縁部に位置する墓地は市外利用者の割合

が高い傾向にあります。 

・隣接市町村でも差がみられる民間墓地の分布状況 

八千代市や市川市には本市と同様にＤＩＤ地区外に民間墓地の立地が多く見られますが、それ

以外の市ではあまり多く見られず、本市は民間墓地の分布が比較的多いといえます。  

・市の中部と北部に集中する墓地 

・新規の整備は市の北部から中部へ 

・市外在住者の利用者が多い外縁部の墓地 

・隣接市町村で差がみられる民間墓地の分布状況 
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４．墓地に関する市民ニーズ 

 市民が所有する墓地の状況や今後の墓地に対する意向などを把握するため、市民を対象に行った意向

調査について平成 18年度調査（市民意識調査）と平成 28年度（市政モニターアンケート調査）の結果

から市民のニーズを把握できます。 

 

（１）平成 18年度市民意識調査結果 

＜調査概要＞ 

調査地域 船橋市全域 

調査対象 船橋市在住の満 20歳以上から満 80歳未満の男女 

標 本 数 3,000人 

標本抽出 住民基本台帳からの無作為抽出 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

調査期間 平成 18年６月 23日（金）～平成 18年７月 10日（月） 

回収結果 有効回収数 1,452人（回収率 48.4％） 

 

＜調査結果（墓地に関する意向調査部分を抜粋）＞ 

①墓地の所有状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

お墓を「持っている（39.3％）」割合は４割弱で、「持っていない（現在、探していない）」（52.8％）

が半数を超えている。 

性別でみると、特に目立った違いはみられない。 

年代別にみると、男女ともに高年齢層ほど「持っている」割合が高く、女性 60歳以上（62.5％）

は６割以上、男性 60歳以上（52.0％）は過半数が所有している。 

居住年数別では、「持っている」割合は長く居住している人ほど高く、20 年以上（50.9％）で

は半数が所有している。 

定住意向別にみると、住み続けたい層では「持っている」（46.7％）と「持っていない（現在、

探していない）」（45.3％）がほぼ等しいが、他の層ではいずれも「持っていない（現在、探し

ていない）」が過半数を占め、「持っている」を大きく上回っている。 

 
墓地の所有状況 
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※性別・年代別 

 

※居住年数別 

 

※定住意向別 
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②墓地を継いでくれる人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

お墓を持っている人に、お墓を継いでくれる人がいるかどうかを聞いたところ、７割強が「継い

でくれる人がいる」（71.2％）と回答している。 

性別でみると、「継いでくれる人がいる」割合は女性（73.5％）が男性（68.7％）よりも５ポイ

ント高くなっている。 

年齢別にみると、「継いでくれる人がいる」割合は高年齢層になるほど高く、60歳以上（76.7％）

では８割近くを占めている。 

世帯状況別に「継いでくれる人がいる」割合をみると、単身世帯（65.5％）と一世代世帯（67.6％）

では三人に二人であるが、二世代世帯（72.0％）では７割、三世代世帯（93.7％）では９割を超え

ている。 

 

墓地の後継者の有無 
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※性別・年代別 

 

 

※世帯状況別 

 

  



資料編- 45 - 

 

③墓地継承の義務についての考え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※性別・年代別 

  

先祖からのお墓を受け継いで守ることが子孫の義務という考えを「そう思う」（42.7％）人が４

割強を占め、「どちらかといえばそう思う」（36.0％）人が３割台半ばで続いている。両者を合わ

せた『そう思う』（78.7％）は８割弱になる。 

性別でみると、『そう思う』割合は男性（82.4％）が女性（76.1％）よりも６ポイント高く、

「そう思う」では 12 ポイントと大幅に高くなっている。 

年代別にみると、「そう思う」は高年齢層ほど高くなる傾向がみられるが、『そう思う』では男

女とも年代による差は小さく、女性はすべての層で７割台、男性も７割台半ばから８割台となっ

ている。 

先祖からのお墓を受け継いで守ることが子孫の義務という考え 
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④合葬式墓地の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※性別・年代別 

 

  

合葬式墓地に関して、「知らなかった」（59.7％）が６割を占めている。「知っている（聞いたこ

とがある）」（37.0％）は４割弱、「現に利用している」は 0.6％である。 

性別でみると、「現に利用している」と「知っている（聞いたことがある）」を合わせた割合は、

女性（41，4％）が男性（32.0％）を 10ポイント上回っている。 

年代別にみると、「知っている（聞いたことがある）」は女性の 50歳代（51.1％）と 60歳以上

（48.7％）で５割前後と高いが、他の層では２割台または３割台となっている。 

 
合葬式墓地についての認知 
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⑤合葬式墓地の利用意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※性別・年代別 

 
 

合葬式墓地を利用していない人に、今後の利用意向を聞いたところ、「利用したくない」（21.8％）

と「どちらかといえば利用したくない」（25.6％）を合わせた『利用したくない』（47.4％）が多

数を占め、「利用したい」（4.6％）と「どちらかといえば利用したい」（9.6％）を合わせた『利用

したい』（14.2％）は 1割台半ばである。 

性別でみると、『利用したくない』は男性（50.9％）が女性（44.8％）よりも６ポイント高い。 

年代別にみると、『利用したい』割合は高年齢層ほど高い傾向にある。特に 60歳以上（19.7％）

では２割近くになっている。 

合葬式墓地の利用意向 
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（２）平成 28年度市政モニターアンケート調査 

＜調査概要＞ 

調査地域 船橋市全域 

調査対象 市政モニター 

標 本 数 297 人 

標本抽出 船橋市に居住する年齢 20 歳以上の人を住民基本台帳から無作為に抽出 

調査方法 郵送配布・郵送回収 

調査期間 平成 28 年 12 月 15 日（木）～平成 28 年 12 月 28 日（水） 

回収結果 有効回収数 227 人（回収率 76.4％） 

 

＜調査結果＞ 

墓地に関する意向調査部分を抜粋したものを次ページ以降に記載。 

 

 

 

 

 

 

  

※調査結果における地域区分は以下の通り 

南部…宮本、湊町、本町、海神 

西部…葛飾、中山、塚田、法典 

東部…前原、二宮、飯山満、薬円台、三山、田喜野井、習志野台 

中部…夏見、高根、金杉、高根台、新高根、芝山 

北部…二和、三咲、八木が谷、松が丘、大穴、豊富、坪井 
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①墓守の立場にあるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

墓守の立場にある人は約５割で、わからないという人も 7.9％いた。 

性別では男性のうち６割が墓守である一方で、女性は４割であった。 

年代別では 40代、50代に墓守である人の割合が高く、20代、30代、60代以上では比較的低か

った。一方で「わからない」という回答は 20代、30代に多かった。 

地域別では、南部で墓守である人の割合が高く（６割弱）、西部では低かった（４割弱）。 
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②墓地の取得希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 墓地取得を希望する人は全体で２割強にとどまり、大半の人（８割弱）は希望していない。 

 男性の方が女性より若干希望者の割合が高く 25.7％であった。 

 年代別では 60代以上が希望者の割合が高く３割弱である一方で、30代と 50代では低く２割

に満たなかった。 

 地域別では南部と東部で比較的希望者の割合が高く四人に一人程度であった。西部ではやや

低く２割に満たなかった。 
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③墓地の取得希望理由 

 

 

 

 

 

 

 

  

 墓地取得の希望理由としては「遺骨はないが将来のために用意しておきたいから」が他を引

き離して最も多く６割強であった。これは女性よりも男性が回答する傾向がみられた。次いで

「市外にある墓地から身近な場所に移したいから」が２割強、「自宅や納骨堂などに遺骨がある

から」が１割であった。これらは女性が回答する傾向がみられた。 
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④お墓の利用範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 お墓を利用する親族の範囲は「先祖代々」（４割強）と「家族単位」（４割強）という回答が多

く、「夫婦単位」（１割）と「個人単位」（約６％）という回答は少なかった。 

 「先祖代々」という回答は男性で多く、「個人単位」という回答は女性で回答する人が多かった。 

 年代別では「個人単位」という回答は 40代で、「夫婦単位」という回答は 20代と 60代以上、「家

族単位」という回答は 50代で、先祖代々という回答は 30代で比較的多かった。 

地域別では「個人単位」という回答は西部で、「夫婦単位」という回答は中部、「家族単位」と

いう回答は南部と東部で、先祖代々という回答は西部で比較的多かった。 
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⑤墓地取得時の重視項目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 墓地取得時の重視項目としては、「管理・運営面で安心」が最も多く７割弱、次いで「自宅か

らの距離や交通面で墓参りしやすい」が６割弱、「使用料や管理料が安い」が５割強の順に多か

った。 

 性別では、「使用料や管理料が安い」という回答は女性より男性で多く、「お墓を守る後継者

に負担を掛けないような合祀等の配慮がある」という回答は男性より女性で多かった。 

 年代別では、「宗教・宗旨・宗派を問わない」や「使用料や管理料が安い」という回答は年配

の世代の方が多く、「環境的に雰囲気が良い」や「お墓を守る後継者に負担を掛けないような合

祀等の配慮がある」という回答は若い世代で多かった。「墓地区画の広さ・供養形態が希望に合

っている」という回答は 30代で比較的多かった。 

 地域別では、「管理・運営面で安心」という回答は西部では少なく、「宗教・宗旨・宗派を問

わない」は北部で多く、「使用料や管理料が安い」は南部で多く、「環境的に雰囲気が良い」は

東部で多く、「墓地区画の広さ・供養形態が希望に合っている」は南部では少なく、「お墓を守

る後継者に負担を掛けないような合祀等の配慮がある」は南部で少なく中部で多く、「自宅から

の距離や交通面で墓参りしやすい」は中部で少なく東部で多かった。 
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⑥期限付き墓地の使用期限 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 期限付き墓地の使用期限については「30年」が３割程度で最も多く、次いで「20年」「50年」

「10年」の順に多く、いずれも２割前後の人が回答した。 

 女性よりも男性の方が「使用期限が長い方が良い」と考える傾向があった。 

 年代別では「10年」が 20代と 30代と 50代で多く、「20年」は 50代で少なかった。「40年」

は 30代で多く、「50年」は高齢の世代で多かった。 

 地域別では中部では「20年」という回答が最も多い一方で、東部では「50年」という回答が

最も多いという特徴がみられた。 
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５．墓地の需要推計 

（１）推計方式の概要 
 
 
 

⇒「分家により生じた新しい世帯の内、現居住地において定住することを志向し、なおかつそうした

世帯において死亡者が発生した場合に墳墓が必要とされる1」と仮定した場合の推計であるため、死

亡者数と墓地需要が連動します。具体的には以下の式で計算されます。 

 

 

 

 
推定死亡者数…人口ビジョン（平成 28年３月・船橋市）と「日本の地域別将来推計人口」（平成 25年３月推計・

国立社会保障・人口問題研究所）による推計値を元に算出 

墓地需要率 …平成 28年度市政モニターアンケート調査において「墓地の取得を希望する」と回答した方の割

合（22.0％） 

定住志向率 …平成 26年市民意識度調査において「今後も本市に住み続けたい」と回答した方の割合（52.4％） 

傍系世帯率 …平成 28 年度市政モニターアンケート調査において「家を継ぎ、先祖のお墓を守る立場にない」

と回答した方の割合（42.3％） 

 

 

 

⇒「ある基準年次以降、新たに生ずる親族世帯は、全て墳墓を必要とする2」と仮定した場合の推計

であるため、世帯数と墓地需要が連動します。具体的には以下の式で計算されます。 

 

 

 

 
親族世帯増加数及び親族世帯の１世帯平均人員…1975年～2005年までの国勢調査における実績値とそれらから

近似式を用いて算出した推計値により算出 

死亡率…2015年までの千葉県衛生統計年報と、人口ビジョン（平成 28年 3月・船橋市）における各年の死亡者

数を人口で除した値から算出 
 
 
 

 

 

  

                                                   
1 「多様な取得状況を考慮した必要墳墓数の推計」（日本建築学会計画系論文集第 471 号,57-66、1995 年、青木・横田・大佛） 
2 同上 

将来必要数（Ａ）＝ 推定死亡者数 × 墓地需要率 × 定住志向率 

将来必要数（Ｂ）＝ 推定死亡者数 × 傍系世帯率 × 定住志向率 

墓地需要数 ＝ { 将来必要数（Ａ）＋ 将来必要数（Ｂ）} ÷２ 

 

墓地需要期間（Ａ）≒ １／（１世帯平均人員 × 死亡率 ） 

年平均墓地需要数（Ｂ）＝ 親族世帯増加数 ÷ 墓地需要期間（Ａ） 

＝ 親族世帯増加数 × １世帯平均人員 × 死亡率 

推計方式①：大阪府方式の算出方法 

推計方式②：森岡方式の算出方法 
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※推計方式について 

 

出典：墓地埋葬行政をめぐる社会環境の変化等への対応の在り方に関する研究 平成 26 年度 総括研究報告書 
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（２）大阪府方式による推計 

・各仮定値について 

仮定値① 将来人口 

本市の人口ビジョンより各年の総人口を採用している。 

 

仮定値② 生残率 

国立社会保障・人口問題研究所が国勢調査に基づいて推計する『日本の地域別将来推計人口』（平成

25年３月推計）より値を採用する。2040年以降の値については公表されていないため 2035年から

2040年における生残率が維持されるものと仮定し、係数を固定する。 

 

仮定値③ 推定死亡者数 

「各年の将来人口」に「１から生残率を引いた値」を乗じて得られた値を「各年の推定死亡者数」

として採用する。 

 

仮定値④墓地需要率 

平成 28年度市政モニターアンケート調査において「墓地の取得を希望する」と回答した方の割合

（22.0％）を採用する。 

 

仮定値⑤定住志向率 

平成 26年市民意識度調査において「今後も本市に住み続けたい」と回答した方の割合（52.4％）を

採用する。 

 

仮定値⑥傍系世帯率 

平成 28年度市政モニターアンケート調査において「家を継ぎ、先祖のお墓を守る立場にない」と回

答した方の割合（42.3％）を採用する。 

 

・計算結果 

期 間 死亡予測数（人） 墓地需要率 傍系世帯率 定住志向率 墓地必要数（基） 年平均（基） 

2010～2015 年 22,807  0.220  0.423  0.52  3,843  769  

2015～2020 年 26,831  0.220  0.423  0.52  4,521  904  

2020～2025 年 31,113  0.220  0.423  0.52  5,243  1,049  

2025～2030 年 34,473  0.220  0.423  0.52  5,809  1,162  

2030～2035 年 36,178  0.220  0.423  0.52  6,096  1,219  

2035～2040 年 35,789  0.220  0.423  0.52  6,031  1,206  

2040～2045 年 34,544  0.220  0.423  0.52  5,821  1,164  

2045～2050 年 33,945  0.220  0.423  0.52  5,720  1,144  

2050～2055 年 35,600  0.220  0.423  0.52  5,999  1,200  

2055～2060 年 38,030  0.220  0.423  0.52  6,409  1,282  
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（３）森岡方式による推計 

・各仮定値について 

仮定値① 親族世帯数 

一般世帯数に親族世帯の割合を乗じて、親族世帯数を算出した。 

一般世帯数は、2005年以前は国勢調査から値を採用した。尚、2010年と 2015 年については一般世帯

数が公表されているものの、親族世帯数が集計されていないことから、2020年以降の親族世帯数の推計

と同様の手法で推計を行った。そのため、2010年と 2015 年については国勢調査の値は採用していない。 

 

2020年以降は、以下のプロセスで算出した値を採用した。 

 

[プロセス① 一世帯当たり人員の算出] 

国立社会保障・人口問題研究所が国勢調査に基づいて推計する、「日本の地域別将来推計人口（平

成 25年 3月推計）（都道府県別推計）」における千葉県の推計人口を、「日本の世帯数の将来推計（都

道府県別推計）－2014 年 4 月推計－」における千葉県の推計世帯数で割り、2010 年から 2035 年ま

での一世帯当たり人員（推計人口／推計世帯数）を計算。2040年以降については 2035年までの値に

ついて対数関数による近似式3を求め、近似式から 2040年以降の値を計算。 

 

 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 

世帯あたり

の人員(人) 
2.47 2.40 2.35 2.32 2.30 2.29 2.26 2.25 2.24 2.22 2.21 

 

［プロセス② 一般世帯数の算出］ 

上記①で求められた千葉県における一世帯当たり人員を船橋市に準用し、総人口を一世帯当たり

人員で除することで、船橋市の一般世帯数を計算。尚、総人口は 2015年以前は国勢調査を、2020年

以降は人口ビジョンでの推計値を用いている。 

 

 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 

推計一般世

帯数(世帯) 
246,153 259,432 269,545 274,705 275,855 274,043 272,924 269,640 265,584 260,199 253,274 

 

  

                                                   
3 近似式は y = -0.108log(x) + 2.4728 と算出された（2010 年の千葉県推計人口 6,216,289／千葉県推計世帯数 2,512,409

＝2.474 人／世帯が起点、即ち近似式における x=1 の代入結果。以降代入値を x=2,3,4…を増やしていく）。 
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［プロセス③ 親族世帯の割合の算出］ 

2005年以前は親族世帯数を一般世帯で除することで計算している。2010 年以降については対数関

数による近似式4で算出している。尚、2010 年と 2015 年については国勢調査の集計方法が変わり、

親族世帯数は公表されていない。 

 

 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 

親族世帯の

割合の推計

値 

69.0% 68.0% 67.0% 66.2% 65.4% 64.7% 64.0% 63.3% 62.7% 62.2% 61.6% 

 

 

仮定値② 一世帯あたりの人員（親族世帯） 

2005年以前は親族世帯の人口を親族世帯数で除することで計算している。2010 年以降については指数

関数による近似式5で算出している。 

 

 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 

一世帯あた

りの人員（親

族世帯）推計

値(人) 

2.99 2.89 2.80 2.71 2.63 2.55 2.46 2.39 2.31 2.24 2.17 

 

 

仮定値③ 死亡率 

死亡者数を総人口で除して計算している。 

死亡者数は、2015年以前は千葉県衛生統計年報の値を、2020年以降は大阪府方式と同様に、本市の人

口ビジョンと日本の地域別将来推計人口（平成 25年３月推計・国立社会保障・人口問題研究所）で公表

される生残率から計算している。 

総人口は 2015年までは国勢調査を、2020年以降は人口ビジョンでの推計値を用いている。 

 

 

  

                                                   
4 今回の近似式は y = -0.099log(x) + 0.9078 と算出された（1970 年の親族世帯数 77,711／一般世帯数 88,295＝親族世帯

率 88.0％が起点、即ち近似式における x=1 の代入結果。以降代入値を x=2,3,4…を増やしていく）。 
5 今回の近似式は y = 3.9835e-0.032xと算出された（1970 年の親族世帯人口 293,807／親族世帯数 77,711＝一世帯あたり

の人員（親族世帯）3.78 人が起点、即ち近似式における x=1 の代入結果。以降代入値を x=2,3,4…を増やしていく）。尚、

一般世帯の世帯当たり人員や親族世帯の割合についての近似式とは異なり、対数関数よりも指数関数による近似の方が

過去の推移からの傾向に即していると判断したため、指数関数による近似を行った。 
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・計算結果 

年代 
親族世帯数 

(世帯) 

親族世帯の 

増加数(世帯) 

親族世帯の世帯 

あたりの人員(人) 
死亡率 

墓所需要 

期間(年) 

単年度あたり

の需要数(基) 

1975年 104,138  26,427  3.78  0.00352  75  352  

1980年 120,464  16,326  3.70  0.00349  77  211  

1985年 129,039  8,575  3.66  0.00359  76  113  

1990年 137,734  8,695  3.61  0.00408  68  128  

1995年 145,049  7,315  3.47  0.00490  59  125  

2000年 152,464  7,415  3.29  0.00556  55  135  

2005年 159,717  7,253  3.15  0.00633  50  145  

2010年 169,913  10,196  3.06  0.00693  47  216  

2015年 176,373  6,460  2.99  0.00760  44  147  

2020年 180,705  4,332  2.89  0.00847  41  106  

2025年 181,798  1,093  2.80  0.00978  36  30  

2030年 180,373  (-1,425) 2.71  0.01088  34  (-42) 

2035年 177,178  (-3,195) 2.63  0.01154  33  (-97) 

2040年 174,590  (-2,588) 2.55  0.01159  34  (-76) 

2045年 170,767  (-3,823) 2.46  0.01140  36  (-107) 

2050年 166,604  (-4,163) 2.39  0.01143  37  (-114) 

2055年 161,754  (-4,850) 2.31  0.01230  35  (-138) 

2060年 156,093  (-5,661) 2.24  0.01357  33  (-172) 

※マイナスの値についての推計上の扱いは研究されている最中であるが6、今回は０として取り扱うものとする。 

※「墓所需要期間」と「単年度あたりの需要数」については小数点以下は四捨五入している。 

 

【年平均必要墳墓数の推移】 

2010～2015年の間の年間必要墳墓数 

1,425基（＝352＋211＋113＋128＋125＋135＋145＋216） 

2015～2020年の間の年間必要墳墓数 

1,572基（＝352＋211＋113＋128＋125＋135＋145＋216＋147） 

2020～2025年の間の年間必要墳墓数 

1,678基（＝352＋211＋113＋128＋125＋135＋145＋216＋147＋106） 

2025～2030年の間の年間必要墳墓数 

1,708基（＝352＋211＋113＋128＋125＋135＋145＋216＋147＋106＋30） 

2030～2035年の間の年間必要墳墓数 

1,708基（＝352＋211＋113＋128＋125＋135＋145＋216＋147＋106＋30） 

2035～2040年の間の年間必要墳墓数 

1,708基（＝352＋211＋113＋128＋125＋135＋145＋216＋147＋106＋30） 

2040～2045年の間の年間必要墳墓数 

1,708基（＝352＋211＋113＋128＋125＋135＋145＋216＋147＋106＋30） 

2045～2050年の間の年間必要墳墓数 

1,708基（＝352＋211＋113＋128＋125＋135＋145＋216＋147＋106＋30） 

2050～2055年の間の年間必要墳墓数 

1,356基（＝211＋113＋128＋125＋135＋145＋216＋147＋106＋30） 

2055～2060年の間の年間必要墳墓数 

951基（＝211＋113＋128＋216＋147＋106＋30） 

                                                   
6 「墓地行政をめぐる社会環境の変化等への対応の在り方に関する研究」（平成 27 年度 3 月）による。 
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６．墓地行政に関連する法律・条例等 

（１）墓地、埋葬等に関する法律 

昭和二十三年五月三十一日 法律第四十八号 

第一章 総則 

第一条 この法律は、墓地、納骨堂又は火葬場の管理及び埋葬等が、国民の宗教的感情に適合し、且つ公衆衛生そ

の他公共の福祉の見地から、支障なく行われることを目的とする。 

第二条 この法律で「埋葬」とは、死体（妊娠四箇月以上の死胎を含む。以下同じ。）を土中に葬ることをいう。 

２ この法律で「火葬」とは、死体を葬るために、これを焼くことをいう。 

３ この法律で「改葬」とは、埋葬した死体を他の墳墓に移し、又は埋蔵し、若しくは収蔵した焼骨を、他の墳墓又は納

骨堂に移すことをいう。 

４ この法律で「墳墓」とは、死体を埋葬し、又は焼骨を埋蔵する施設をいう。 

５ この法律で「墓地」とは、墳墓を設けるために、墓地として都道府県知事（市又は特別区にあつては、市長又は区長。

以下同じ。）の許可を受けた区域をいう。 

６ この法律で「納骨堂」とは、他人の委託をうけて焼骨を収蔵するために、納骨堂として都道府県知事の許可を受けた

施設をいう。 

７ この法律で「火葬場」とは、火葬を行うために、火葬場として都道府県知事の許可をうけた施設をいう。 

（平二三法一〇五・一部改正） 

第二章 埋葬、火葬及び改葬 

第三条 埋葬又は火葬は、他の法令に別段の定があるものを除く外、死亡又は死産後二十四時間を経過した後でな

ければ、これを行つてはならない。但し、妊娠七箇月に満たない死産のときは、この限りでない。 

第四条 埋葬又は焼骨の埋蔵は、墓地以外の区域に、これを行つてはならない。 

２ 火葬は、火葬場以外の施設でこれを行つてはならない。 

第五条 埋葬、火葬又は改葬を行おうとする者は、厚生労働省令で定めるところにより、市町村長（特別区の区長を含

む。以下同じ。）の許可を受けなければならない。 

２ 前項の許可は、埋葬及び火葬に係るものにあつては死亡若しくは死産の届出を受理し、死亡の報告若しくは死産

の通知を受け、又は船舶の船長から死亡若しくは死産に関する航海日誌の謄本の送付を受けた市町村長が、改葬

に係るものにあつては死体又は焼骨の現に存する地の市町村長が行なうものとする。 

（昭四五法一二・全改、平一一法一六〇・一部改正） 

第六条及び第七条 削除 

（昭四五法一二） 

第八条 市町村長が、第五条の規定により、埋葬、改葬又は火葬の許可を与えるときは、埋葬許可証、改葬許可証又

は火葬許可証を交付しなければならない。 

（昭四五法一二・一部改正） 

第九条 死体の埋葬又は火葬を行う者がないとき又は判明しないときは、死亡地の市町村長が、これを行わなければ

ならない。 

２ 前項の規定により埋葬又は火葬を行つたときは、その費用に関しては、行旅病人及び行旅死亡人取扱法（明治三

十二年法律第九十三号）の規定を準用する。 

（  の部分は「行旅病人及行旅死亡人取扱法」とすべきものと思われる。） 

第三章 墓地、納骨堂及び火葬場 

第十条 墓地、納骨堂又は火葬場を経営しようとする者は、都道府県知事の許可を受けなければならない。 

２ 前項の規定により設けた墓地の区域又は納骨堂若しくは火葬場の施設を変更し、又は墓地、納骨堂若しくは火葬

場を廃止しようとする者も、同様とする。 

（昭五八法八三・一部改正） 
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第十一条 都市計画事業として施行する墓地又は火葬場の新設、変更又は廃止については、都市計画法（昭和四十

三年法律第百号）第五十九条の認可又は承認をもつて、前条の許可があつたものとみなす。 

２ 土地区画整理法（昭和二十九年法律第百十九号）の規定による土地区画整理事業又は大都市地域における住宅

及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法（昭和五十年法律第六十七号）の規定による住宅街区整備事業の

施行により、墓地の新設、変更又は廃止を行う場合は、前項の規定に該当する場合を除き、事業計画の認可をもつ

て、前条の許可があつたものとみなす。 

（昭二九法一二〇・昭四三法一〇一（昭四四法三八）・昭五〇法六七・平二法六二・一部改正） 

第十二条 墓地、納骨堂又は火葬場の経営者は、管理者を置き、管理者の本籍、住所及び氏名を、墓地、納骨堂又

は火葬場所在地の市町村長に届け出なければならない。 

第十三条 墓地、納骨堂又は火葬場の管理者は、埋葬、埋蔵、収蔵又は火葬の求めを受けたときは、正当の理由がな

ければこれを拒んではならない。 

第十四条 墓地の管理者は、第八条の規定による埋葬許可証、改葬許可証又は火葬許可証を受理した後でなければ、

埋葬又は焼骨の埋蔵をさせてはならない。 

２ 納骨堂の管理者は、第八条の規定による火葬許可証又は改葬許可証を受理した後でなければ、焼骨を収蔵して

はならない。 

３ 火葬場の管理者は、第八条の規定による火葬許可証又は改葬許可証を受理した後でなければ、火葬を行つては

ならない。 

第十五条 墓地、納骨堂又は火葬場の管理者は、省令の定めるところにより、図面、帳簿又は書類等を備えなければ

ならない。 

２ 前項の管理者は、墓地使用者、焼骨収蔵委託者、火葬を求めた者その他死者に関係ある者の請求があつたときは、

前項に規定する図面、帳簿又は書類等の閲覧を拒んではならない。 

第十六条 墓地又は納骨堂の管理者は、埋葬許可証、火葬許可証又は改葬許可証を受理した日から、五箇年間これ

を保存しなければならない。 

２ 火葬場の管理者が火葬を行つたときは、火葬許可証に、省令の定める事項を記入し、火葬を求めた者に返さなけ

ればならない。 

第十七条 墓地又は火葬場の管理者は、毎月五日までに、その前月中の埋葬又は火葬の状況を、墓地又は火葬場

所在地の市町村長に報告しなければならない。 

第十八条 都道府県知事は、必要があると認めるときは、当該職員に、火葬場に立ち入り、その施設、帳簿、書類その

他の物件を検査させ、又は墓地、納骨堂若しくは火葬場の管理者から必要な報告を求めることができる。 

２ 当該職員が前項の規定により立入検査をする場合においては、その身分を示す証票を携帯し、且つ関係人の請求

があるときは、これを呈示しなければならない。 

（平一八法五三・一部改正） 

第十九条 都道府県知事は、公衆衛生その他公共の福祉の見地から必要があると認めるときは、墓地、納骨堂若しく

は火葬場の施設の整備改善、又はその全部若しくは一部の使用の制限若しくは禁止を命じ、又は第十条の規定に

よる許可を取り消すことができる。 

第四章 罰則 

第二十条 左の各号の一に該当する者は、これを六箇月以下の懲役又は五千円以下の罰金に処する。 

一 第十条の規定に違反した者 

二 第十九条に規定する命令に違反した者 

第二十一条 左の各号の一に該当する者は、これを千円以下の罰金又は拘留若しくは科料に処する。 

一 第三条、第四条、第五条第一項又は第十二条から第十七条までの規定に違反した者 

二 第十八条の規定による当該職員の立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者、又は同条の規定による報告をせ

ず、若しくは虚偽の報告をした者 
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（昭四五法一二・平一八法五三・一部改正） 

第二十二条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、

前二条の違反行為をしたときは、行為者を罰する外、その法人又は人に対しても各本条の罰金刑を科する。 

附 則 

第二十三条 この法律は、昭和二十三年六月一日から、これを施行する。 

第二十四条 日本国憲法施行の際現に効力を有する命令の規定の効力等に関する法律（昭和二十二年法律第七十

二号）第一条の四により法律に改められた左の命令は、これを廃止する。 

墓地及埋葬取締規則（明治十七年太政官布達第二十五号） 

墓地及埋葬取締規則に違背する者処分方（明治十七年太政官達第八十二号） 

埋火葬の認許等に関する件（昭和二十二年厚生省令第九号） 

第二十五条 この法律施行前になした違反行為の処罰については、なお従前の例による。 

第二十六条 この法律施行の際現に従前の命令の規定により都道府県知事の許可をうけて墓地、納骨堂又は火葬場

を経営している者は、この法律の規定により、それぞれ、その許可をうけたものとみなす。 

第二十七条 従前の命令の規定により納骨堂の経営について都道府県知事の許可を必要としなかつた地域において、

この法律施行の際現に納骨堂を経営している者で、この法律施行後も引き続き納骨堂を経営しようとするものは、こ

の法律施行後三箇月以内に第十条の規定により都道府県知事に許可の申請をしなければならない。その申請に対

して許否の処分があるまでは、同条の規定による許可を受けたものとみなす。 

第二十八条 この法律施行の際現に従前の命令の規定に基いて市町村長より受けた埋葬、改葬若しくは火葬の認許

又はこれらの認許証は、それぞれ、この法律の規定によつて受けた許可又は許可証とみなす。 
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（２）墓地、埋葬等に関する法律施行規則 

昭和二十三年七月十三日 厚生省令第二十四号 

第一条 墓地、埋葬等に関する法律（昭和二十三年法律第四十八号。以下「法」という。）第五条第一項の規定により、

市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）の埋葬又は火葬の許可を受けようとする者は、次の事項を記載した申

請書を、同条第二項に規定する市町村長に提出しなければならない。 

一 死亡者の本籍、住所、氏名（死産の場合は、父母の本籍、住所、氏名） 

二 死亡者の性別（死産の場合は、死児の性別） 

三 死亡者の出生年月日（死産の場合は、妊娠月数） 

四 死因（感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成十年法律第百十四号）第六条第二項か

ら第四項まで及び第七項に規定する感染症、同条第八項に規定する感染症のうち同法第七条に規定する政令によ

り当該感染症について同法第三十条の規定が準用されるもの並びに同法第六条第九項に規定する感染症、その

他の別） 

五 死亡年月日（死産の場合は、分べん年月日） 

六 死亡場所（死産の場合は、分べん場所） 

七 埋葬又は火葬場所 

八 申請者の住所、氏名及び死亡者との続柄 

（昭三一厚令四一・昭四五厚令一二・平一〇厚令九九・平一五厚労令一六七・平二〇厚労令一〇六・一部改正） 

第二条 法第五条第一項の規定により、市町村長の改葬の許可を受けようとする者は、次の事項を記載した申請書を、

同条第二項に規定する市町村長に提出しなければならない。 

一 死亡者の本籍、住所、氏名及び性別（死産の場合は、父母の本籍、住所及び氏名） 

二 死亡年月日（死産の場合は、分べん年月日） 

三 埋葬又は火葬の場所 

四 埋葬又は火葬の年月日 

五 改葬の理由 

六 改葬の場所 

七 申請者の住所、氏名、死亡者との続柄及び墓地使用者又は焼骨収蔵委託者（以下「墓地使用者等」という。）との

関係 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

一 墓地又は納骨堂（以下「墓地等」という。）の管理者の作成した埋葬若しくは埋蔵又は収蔵の事実を証する書面（こ

れにより難い特別の事情のある場合にあつては、市町村長が必要と認めるこれに準ずる書面） 

二 墓地使用者等以外の者にあつては、墓地使用者等の改葬についての承諾書又はこれに対抗することができる裁

判の謄本 

三 その他市町村長が特に必要と認める書類 

（昭四五厚令一二・平一一厚令二九・一部改正） 

第三条 死亡者の縁故者がない墳墓又は納骨堂（以下「無縁墳墓等」という。）に埋葬し、又は埋蔵し、若しくは収蔵さ

れた死体（妊娠四月以上の死胎を含む。以下同じ。）又は焼骨の改葬の許可に係る前条第一項の申請書には、同

条第二項の規定にかかわらず、同項第一号に掲げる書類のほか、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

一 無縁墳墓等の写真及び位置図 
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二 死亡者の本籍及び氏名並びに墓地使用者等、死亡者の縁故者及び無縁墳墓等に関する権利を有する者に対し

一年以内に申し出るべき旨を、官報に掲載し、かつ、無縁墳墓等の見やすい場所に設置された立札に一年間掲示

して、公告し、その期間中にその申出がなかつた旨を記載した書面 

三 前号に規定する官報の写し及び立札の写真 

四 その他市町村長が特に必要と認める書類 

（平一一厚令二九・全改） 

第四条 法第八条に規定する埋葬許可証は別記様式第一号又は第二号、改葬許可証は別記様式第三号、火葬許可

証は別記様式第四号又は第五号によらなければならない。 

（昭四五厚令一二・一部改正） 

第五条 墓地等の管理者は、他の墓地等に焼骨の分骨を埋蔵し、又はその収蔵を委託しようとする者の請求があつた

ときは、その焼骨の埋蔵又は収蔵の事実を証する書類を、これに交付しなければならない。 

２ 焼骨の分骨を埋蔵し、又はその収蔵を委託しようとする者は、墓地等の管理者に、前項に規定する書類を提出しな

ければならない。 

３ 前二項の規定は、火葬場の管理者について準用する。この場合において、第一項中「他の墓地等」とあるのは「墓

地等」と、「埋蔵又は収蔵」とあるのは「火葬」と読み替えるものとする。 

（昭五八厚令四五・旧第六条繰上、平一一厚令二九・一部改正） 

第六条 墓地の管理者は、墓地の所在地、面積及び墳墓の状況を記載した図面を備えなければならない。 

２ 納骨堂又は火葬場の管理者は、納骨堂又は火葬場の所在地、敷地面積及び建物の坪数を記載した図面を備えな

ければならない。 

（昭五八厚令四五・旧第七条繰上、平一一厚令二九・一部改正） 

第七条 墓地等の管理者は、次に掲げる事項を記載した帳簿を備えなければならない。 

一 墓地使用者等の住所及び氏名 

二 第一条第一号、第二号及び第五号に掲げる事項並びに埋葬若しくは埋蔵又は収蔵の年月日 

三 改葬の許可を受けた者の住所、氏名、死亡者との続柄及び墓地使用者等との関係並びに改葬の場所及び年月

日 

２ 墓地等の管理者は、前項に規定する帳簿のほか、墓地等の経営者の作成した当該墓地等の経営に係る業務に関

する財産目録、貸借対照表、損益計算書及び事業報告書その他の財務に関する書類を備えなければならない。 

３ 火葬場の管理者は、次に掲げる事項を記載した帳簿を備えなければならない。 

一 火葬を求めた者の住所及び氏名 

二 第一条第一号、第二号及び第五号に掲げる事項並びに火葬の年月日 

（昭五八厚令四五・旧第八条繰上、平一一厚令二九・一部改正） 

第八条 火葬場の管理者は、火葬を行つたときは、火葬許可証に火葬を行つた日時を記入し、署名し、印を押し、これ

を火葬を求めた者に返さなければならない。 

（昭五八厚令四五・旧第九条繰上） 

第九条 法第十七条の規定による埋葬状況の報告は、別記様式第六号、火葬状況の報告は別記様式第七号により、

これを行わなければならない。 

（昭五八厚令四五・旧第十条繰上） 
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第十条 法第十八条第一項の規定による当該職員の職権を行う者を、環境衛生監視員と称し、同条第二項の規定に

よりその携帯する証票は、別に定める。 

（昭二五厚令一三・昭五二厚令一・一部改正、昭五八厚令四五・旧第十一条繰上、平一九厚労令五〇・一部改

正） 

附 則 

この省令は、公布の日から、これを施行する。 

附 則 （昭和二五年四月一日厚生省令第一三号） 

この省令は、公布の日から施行する。 

附 則 （昭和三一年九月二二日厚生省令第四一号） 

この省令は、公布の日から施行する。 

附 則 （昭和四五年四月一日厚生省令第一二号） 

この省令は、公布の日から施行する。 

附 則 （昭和五二年一月一八日厚生省令第一号） 抄 

（施行期日） 

１ この省令は、昭和五十二年四月一日から施行する。 

附 則 （昭和五八年一二月二三日厚生省令第四五号） 抄 

１ この省令は、昭和五十九年一月一日から施行する。 

附 則 （平成元年三月二四日厚生省令第一〇号） 抄 

１ この省令は、公布の日から施行する。 

２ この省令の施行の際この省令による改正前の様式（以下「旧様式」という。）により使用されている書類は、この省令

による改正後の様式によるものとみなす。 

３ この省令の施行の際現にある旧様式による用紙及び板については、当分の間、これを取り繕って使用することがで

きる。 

４ この省令による改正後の省令の規定にかかわらず、この省令により改正された規定であって改正後の様式により記

載することが適当でないものについては、当分の間、なお従前の例による。 

附 則 （平成一〇年一二月二八日厚生省令第九九号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この省令は、平成十一年四月一日から施行する。 

（墓地、埋葬等に関する法律施行規則の一部改正に伴う経過措置） 

第六条 この省令の施行の際現にある前条の規定による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用さ

れている書類は、同条の規定による改正後の様式によるものとみなす。 

２ この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 

附 則 （平成一一年一月一一日厚生省令第四号） 

（施行期日） 

１ この省令は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使

用することができる。 
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附 則 （平成一一年三月二九日厚生省令第二九号） 

（施行期日） 

１ この省令は、平成十一年五月一日から施行する。ただし、第七条の改正規定については、平成十一年十月一日か

ら施行する。 

（経過措置） 

２ この省令の施行の際現に行っている改葬の許可の申請については、なお従前の例による。 

３ この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（以下「旧様式」という。）により使用されている書類は、

この省令による改正後の様式によるものとみなす。 

４ この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 

附 則 （平成一五年一〇月三〇日厚生労働省令第一六七号） 抄 

（施行期日） 

１ この省令は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律及び検疫法の一部を改正する法律（平

成十五年法律第百四十五号）の施行の日から施行する。 

（施行の日＝平成一五年一一月五日） 

附 則 （平成一九年三月三〇日厚生労働省令第五〇号） 

この省令は、平成十九年四月一日から施行する。 

附 則 （平成二〇年五月二日厚生労働省令第一〇六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この省令は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律及び検疫法の一部を改正する法

律の施行の日から施行する。 

（施行の日＝平成二〇年五月一二日） 

  

別記様式〔略〕 
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（３）船橋市霊園条例 

昭和 39年 3月 30日 条例第 23号 

 (趣旨) 

第１条 この条例は、墓地、埋葬等に関する法律(昭和 23年法律第 48号)に基づく埋蔵の施設(以下「霊園」 

という。)の設置及び管理に関し必要な事項を定める。 

(設置、名称及び位置) 

第２条 市は、霊園を設置する。 

２ 霊園の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

船橋市馬込霊園 船橋市馬込町 1,216番地 

船橋市習志野霊園 船橋市習志野 2丁目 5番 9号 

(昭 45条例 21・昭 53条例 54・一部改正) 

(使用の許可) 

第３条 霊園を使用しようとする者は、この条例の定めるところにより、市長の許可を受けなければならない。 

２ 霊園の使用許可を受けた者(以下「使用者」という。)に対して、使用許可証(以下「許可証」という。)を交付する。 

(使用の範囲) 

第４条 霊園は、埋葬の目的以外に使用することはできない。ただし、碑石形像類その他霊園の使用に伴う 

設備の建設は、この限りでない。 

(使用者の範囲) 

第５条 霊園の使用者は、市内に住所を有する者でなければならない。ただし、市長が、特別の理由がある 

と認めたときは、市外居住者にも許可することができる。 

(使用制限) 

第６条 市長は、霊園の使用につき制限し、又は条件を付けることができる。 

(昭 45条例 21・全改) 

(使用場所の返還) 

第７条 使用場所の全部又は一部が不用になったときは、使用者は、その場所を原状に復し返還しなけれ 

ばならない。ただし、市長の承認を受けたときは、現状のまま返還することができる。 

２ 市長は、使用場所の一部の返還が、霊園の管理上支障があると認めたときは、これを拒むことができる。 (返還命

令) 

第８条 霊園の経営又は事務執行上やむを得ないときは、市長は、使用場所の全部又は一部につき、変更 

又は返還を命ずることができる。 

２ 前項の規定によって変更又は返還を命じたときは、換地及び移転補償料を交付し、又は既納の使用料を還付する

ことがある。 

(使用の承継) 

第９条 霊園の使用は、祭祀を承継する者のほかは、承継することができない。ただし、承継する者がない 

場合において、親族からその理由を付して市長に願い出て、特に承認を受けたときは、この限りでない。 

 (使用権の消滅) 

第 10条 次の各号のいずれかに該当する場合は、霊園の使用権は、消滅する。 

(１) 使用者が死亡した日から２年を経過しても承継する者がないとき。 

(２) 使用者が住所不明となってから５年を経過したとき。 

(使用許可の取消し) 

第 11条 次の各号のいずれかに該当する場合は、市長は、霊園の使用許可を取り消すことができる。 
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(１) 使用者が許可を受けた目的以外に使用するとき。 

(２) 使用者が許可を受けた日から３年を経過しても使用又は設備をしないとき。 

(３) 使用者が納期限までに使用料を納めないとき。 

(４) 使用者が 3年間管理料を納めないとき。 

(５) 使用者が使用権を他人に譲渡し、又は使用場所を転貸したとき。 

(６) 虚偽の申請によって許可を受けたことが判明したとき。 

(７) この条例若しくはこれに基づく規則に違反したとき。 

２ 前項の規定により、使用許可を取り消されたときは、使用者は、直ちにその場所を原状に復し、市長に返還しなけれ

ばならない。 

３ 使用者が、前項の措置を行わなかったときは、市において原状に復し、その費用は、使用者から徴収する。 

(昭 45条例 21・平 7条例 26・一部改正) 

(改葬及び無縁墳墓) 

第 12条 市長は、前２条の規定により使用権が消滅し、又は使用許可を取り消したときは、その墳墓を一定 

の場所に改葬することができる。 

２ 前項の規定による墳墓の改葬前にその場所を、従前の使用者の親族又は縁故者が使用しようとするときは、市長は、

これを許可することができる。 

３ 親族又は縁故者から使用承継の願い出でがなく、改葬後 20年を経過したときは、市長は、無縁として処理すること

ができる。 

(使用場所の制限) 

第 13条 埋葬場所(碑石形像類の建設を含む。)の種別及び面積は、次の制限により市長が定める。ただ 

し、区画上これにより難いときは、この限りでない。 

(１) 船橋市馬込霊園 

普通墓地 

第一種 １箇所 16平方メートル 

第二種 １箇所 ９平方メートル 

第三種 １箇所 6平方メートル 

第四種 １箇所 4平方メートル 

芝生墓地 

第一種 １箇所 4平方メートル 

第二種 １箇所 3平方メートル 

(２) 船橋市習志野霊園 

１箇所 4平方メートル 

２ 埋葬場所の使用は、使用者１人について１箇所とする。 

(昭 45条例 21・昭 54条例 44・平 7条例 26・一部改正) 

(使用料) 

第 14条 使用料は、１平方メートルにつき 27万円とし、許可の際全額を徴収する。ただし、市長が特別の理 

由があると認めるときは、納付すべき期限を別に指定し、又は分割して納付させることができる。 

２ 第５条ただし書の規定により、市外居住者に特に使用を許可する場合は、前項の使用料の５割増とする。 

(昭 45条例 21・昭 54条例 44・平 7条例 26・一部改正) 

(霊園の一時使用) 

第 15条 碑石形像類の建設を行うため霊園を一時使用しようとする者は、市長の許可を受けなければなら 

ない。 

２ 霊園の一時使用の期間は、20日以内とする。 
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３ 霊園の一時使用の許可を受けた者が、許可を受けた目的に反して霊園を使用したときは、市長は、その許可を取り

消すことができる。 

(昭 45条例 21・追加、昭 61条例 13・平 3条例 29・平 7条例 26・一部改正) 

(管理料) 

第 16条 市長は、霊園の維持管理に要する経費として霊園の使用者から次の各号に掲げる区分に応じ当 

該各号に掲げる額で算定した額(10円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額)の管理料を徴収する。 

(１) ４月１日に本市の住民基本台帳に記録されている者 １平方メートルにつき年額 972円 

(２) その他の者 1平方メートルにつき 年額 1,458円 

２ 前項の規定にかかわらず、年度の中途において許可を受けた者のうち 10月 1日以降の使用者の当該年度分の管

理料については、同項第１号又は第２号に掲げる 額で算定した額の半額(10円未満の端数があるときは、これを切

り捨てた額)とする。 

３ 管理料は、毎年６月 30日まで(年度の中途において許可を受けた者については許可の際)に徴収する。 

(昭 45条例 21・追加、昭 51条例 14・昭 61条例 13・平 3条例 29・平 7条例 26・平 10条例 21・平 24条例 36・平 26

条例 1・一部改正) 

(使用料及び管理料の減免) 

第 17条 市長は、相当の理由があると認めたときは、使用料及び管理料を減免することができる。 

(昭 45条例 21・旧第 15条繰下・一部改正) 

(使用料及び管理料の還付制限) 

第 18条 第８条の規定による場合のほか、既納の使用料及び管理料は還付しない。ただし、市長が特別の 

理由があると認めるときは、使用料の全部又は一部を還付することができる。 

(昭 45条例 21・旧第 16条繰下・一部改正、平 7条例 26・一部改正) 

(許可証の書換え又は再交付手数料) 

第 19条 使用者が次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに許可証の書換え又は再交付を受けな 

ければならない。 

(１) 霊園の使用を承継しようとするとき。 

(２) 許可証を紛失又はき損したとき。 

(３) 使用者の本籍若しくは住所に異動を生じ、又は氏名を変更したとき。 

２ 前項の規定により許可証の書換え又は再交付を受けようとする者から、次の手数料を徴収する。 

(１) 書換え １件につき 300円 

(２) 再交付 １件につき 300円 

(昭 45条例 21・旧第 17条繰下、昭 61条例 13・平 28条例 54・一部改正) 

(委任) 

第 20条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

(昭 45条例 21・旧第 18条繰下) 

付 則 

１ この条例は、昭和 39年４月１日から施行する。 

２ 船橋市霊園使用条例(昭和 26年船橋市条例第 65号。以下「旧条例」という。)は、廃止する。 

３ この条例施行の際、旧条例第１条の規定により、霊園の使用許可を受けている者は、この条例第 3条の規定による

許可を受けたものとみなす。 

附 則(昭和 45年 4月 30日条例第 21号) 

１ この条例は、昭和 45年 5月１日から施行する。 

２ この条例施行の際、現に許可を受けて使用料を納めている者については、改正後の船橋市霊園条例第 14条に規

定する使用料を納めたものとみなす。 
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附 則(昭和 51年 3月 31日条例第 14号) 

この条例は、昭和 51年４月１日から施行する。 

附 則(昭和 53年 12月 27日条例第 54号) 

この条例は、昭和 54年 2月１日から施行する。 

附 則(昭和 54年 12月 25日条例第 44号) 

(施行期日) 

１ この条例は、昭和 55年４月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この条例施行の際、現に使用許可を受けて使用料を納めている者については、改正後の船橋市霊園条例第 14条

に規定する使用料を納めたものとみなす。 

附 則(昭和 61年 3月 31日条例第 13号) 

(施行期日) 

１ この条例は、昭和 61年 4月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この条例の施行の際、この条例による改正前の船橋市霊園条例の規定により、既に一時使用の許可を受けている

者の一時使用料については、なお従前の例による。 

附 則(平成 3年 12月 26日条例第 29号)抄 

(施行期日) 

１ この条例は、平成 4年 4 月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この条例の施行の日(以下「施行日」という。)以後の使用等に係る使用料等であって、施行日前に納付されたもの

の額については、なお従前の例による。 

附 則(平成 7年 9月 29日条例第 26号) 

(施行期日) 

１ この条例は、平成 7年 10月１日から施行する。ただし、第 16条第１項の改正規定は、平成 8年４月１日から施行す

る。 

(経過措置) 

２ 改正後の第 14条の規定は、この条例の施行の日(以下「施行日」という。)以後の使用の許可に係る使用料について

適用し、施行日前の使用の許可に係る使用料については、なお従前の例による。 

３ この条例の施行の際現に許可を受けている一時使用に係る一時使用料については、なお従前の例による。 

４ 改正後の第 18条の規定は、施行日前に返還された使用場所に係る使用料については、適用しない。 

 

附 則(平成 10年 3月 31日条例第 21号) 

(施行期日) 

１ この条例は、平成 10年６月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ 改正後の第 16条の規定は、この条例の施行の日以後の調定に係る管理料について適用する。 

附 則(平成 24年６月 28日条例第 36号)抄 

(施行期日) 

１ この条例は、平成 24年７月９日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行す

る。 

(１)及び(２) 略 
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(３) 第 1条中船橋市霊園条例第 16条第 1項の改正規定(同項第１号中「又は外国人登録原票に登録され」を「に

記録され」に改める部分を除く。)及び同条第２項の改正規定平成 25年４月１日 

(船橋市霊園条例の一部改正に伴う経過措置) 

２ 平成 25年３月 31日までの間における第１条の規定による改正後の船橋市霊園条例第 16条第１項及び第２項の規

定の適用については、同条第１項第１号中「住民基本台帳に記録されている者」とあるのは、「住民基本台帳に記録

されている者又は出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出

入国管理に関する特例法の一部を改正する等の法律(平成 21年法律第 79号)第４条の規定による廃止前の外国人

登録法(昭和 27年法律第 125号)第４条第１項に規定する外国人登録原票に登録されていた者」とする。 

附 則(平成 26年 3月 28日条例第１号)抄 

(施行期日) 

１ この条例は、平成 26年 4月１日から施行する。 

附 則(平成 28年９月 26日条例第 54号) 

(施行期日) 

１ この条例は、平成 29年 4月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ 第１条の規定による改正後の船橋市手数料条例、第２条の規定による改正後の船橋市霊園条例及び第３条の規定

による改正後の船橋市霊堂条例の規定は、平成 29年 4月１日以後の申請等に係る手数料について適用し、同日前

の申請等に係る手数料については、なお従前の例による。 
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（４）船橋市霊園条例施行規則 

昭和 55年６月 30日 規則第 62号 

 (趣旨) 

第１条 この規則は、船橋市霊園条例(昭和 39年船橋市条例第 23号。以下「条例」とう。)の施行に関し、必 

要な事項を定める。 

(公募) 

第２条 市長は、あらかじめ広報等市民の周知できる方法により、墓地の使用許可を受けようとする者を公募 

する。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合であって、市長が特に必要があると認めるときは、公募しないこ

とができる。 

(１) 国、県又は市の公共事業のために本市にある墳墓を移転する場合 

(２) 前号に掲げるもののほか、市の公共事業(本市の霊園の整備事業の実施に不可欠なものに限る。)のために本

市にある土地を譲渡する場合 

(平 22規則 104・一部改正) 

(使用許可の申請) 

第３条 条例第３条の規定により、墓地の使用許可を受けようとする者(以下「申請者」という。)は、船橋市霊 

園墓地使用許可申請書(第１号様式)に次に掲げる書類を添えて、市長に申請しなければならない。 

(１) 埋火葬許可証若しくは改葬許可証又はこれらに代わる書類 

(２) 戸籍謄本又はこれに代わる書類及び住民票の写し 

(３) その他市長が必要があると認める書類 

(平 11規則 25・平 24規則 113・一部改正) 

(墓地の使用区画の決定) 

第４条 市長は、墓地の申請者数が募集数に満たないときは、あらかじめ各種別ごとに定めた区画番号順により墓地の

使用区画を決定する。 

２ 市長は、墓地の申請者数が募集数を超えるときは、公開抽せんにより墓地の使用区画を決定する。 

３ 前項の規定にかかわらず、市長が特に必要があると認めるときは、公開抽せんの方法によらないで墓地の使用区画

を決定することができる。 

(公開抽せん) 

第５条 市長は、公開抽せんを行うときは、その日時、場所をあらかじめ申請者に通知するものとする。 

２ 公開抽せんは、申請者の立会いのもとで行う。この場合において立会うべき申請者がいないときは、市長が指定す

る職員２人以上をこれに立会わせる。 

３ 市長は、公開抽せんの結果を船橋市霊園墓地公開抽せん結果通知書(第 2号様式)により申請者に通知する。 

(使用許可証) 

第６条 条例第３条第２項に規定する使用許可証とは、船橋市霊園墓地使用許可証(第 3号様式。以下「使用許可証」

という。)とする。 

(使用許可証の提示等) 

第７条 墓地の使用許可を受けた者(以下「使用者」という。)は、墓地に係る申請又は届出をするときは、そのつど使用

許可証を提示しなければならない。 

２ 使用者は、埋蔵又は改葬をするときは、使用許可証を市長に提出し、必要事項の記入を受けなければならない。 

(使用者の範囲の特例) 

第８条 条例第５条に規定する市長が特別の理由があると認めたときとは、本市にある墳墓を国、県又は市の公共事業

のため移転するときをいう。 

(使用制限) 

第９条 条例第６条に規定する制限又は条件とは、次に掲げるとおりとする。 
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(１) 本市に１年以上居住していること。 

(２) 住民基本台帳に記録されていること。 

(３) 祭祀を主宰すること。 

(４) 改葬(国外死亡等に係る改葬、船橋市馬込霊堂及び船橋市習志野霊堂からの改葬その他市長が特に必要が

あると認める改葬を除く。)又は分骨のために使用するものでないこと。 

(平 7規則 80・平 12規則 55・平 24規則 113・一部改正) 

(囲障) 

第 10条 普通墓地の使用者は、使用許可証の交付を受けたときは、使用区画を明確にするため、速やかに囲障を設

けなければならない。ただし、芝生墓地にあっては、囲障を設けてはならない。 

(墓地の設置基準) 

第 11条 普通墓地の碑石その他の設置は、次の各号に掲げる基準によらなければならない。ただし、第１号及び第２

号の規定は、本市にある墳墓を国、県又は市の公共事業のため市の霊園に移転する場合については、適用しな

い。 

(１) 碑石の建立は、１区画１基とする。 

(２) 碑石(台石のある場合は台石を含む。)の高さは、盛土面より次のとおりとする。 

ア １区画の面積が６平方メートル以内の墓地 200センチメートル以内 

イ その他の墓地 250センチメートル以内 

(３) 碑石及び台石は、墓地背割線と平行に設置しなければならない。 

(４) 盛土の高さは、前面通路より 45センチメートル以内とし、囲障の高さは、盛土面より 45センチメートル以内とす

る。 

(５) 樹木は、びゃくしん類(イブキ、タマイブキ、カイズカイブキ等)以外のものとし、他人の墓地又は通路等に枝が出

ないもので盛土面より 150センチメートル以内の高さのものとする。 

２ 芝生墓地の碑石その他の設置は、次に掲げる基準によらなければならない。ただし、市長が別に定める区画にあっ

ては、この限りでない。 

(１) 碑石の建立は、１区画１基とし、あらかじめ市が設けた地下葬孔の周囲に補強枠を設け、その上に碑石を設置

しなければならない。 

(２) 補強枠の幅は 92センチメートル以上 100センチメートル以内とし、奥行きは 96センチメートル以上 100センチメ

ートル以内とし、高さは 15センチメートル以内とし、厚みは 12センチメートル以上 16センチメートル以内(後面は、

４センチメートル以上８センチメートル以内)とする。 

(３) 碑石(台石のある場合は、台石を含む。)の幅は 80 センチメートル以内とし、奥行きは 45 センチメートル以内とし、

高さは補強枠を含めて 80センチメートル以内とする。 

(４) 塔婆立ての幅は 70センチメートル以内とし、奥行きは 10センチメートル以内とし、高さは 80センチメートル以内

とする。 

(５) 塔婆の高さは、90センチメートル以内とする。 

(６) 墓地に植樹する等原状を変更してはならない。 

(昭 58規則 56・昭 59規則 72・平 3規則 8・平 7規則 88・平 9規則 25・平 11規則 25・一部改正) 

(墓地の返還) 

第 12条 条例第７条第１項の規定により、墓地を返還しようとする使用者は、船橋市霊園墓地返還届(第４号 

様式)により、市長に届出るとともに、市長の指定した期間内に墓地を原状に復さなければならない。 

(使用料の還付) 

第 13条 市長は、条例第８条第２項又は条例第 18条の規定により、既納の使用料を還付することと決定したときは、船

橋市霊園墓地使用料還付決定通知書(第５号様式)により、使用者に通知する。 
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２ 前項の規定による通知を受けた使用者は、船橋市霊園墓地使用料還付請求書(第６号様式)に印鑑証明書及び住

民票の写しを添えて、市長に既納の使用料を請求しなければならない。 

(平 7規則 80・平 11規則 25・平 24規則 113・一部改正) 

(使用承継) 

第 14条 条例第９条の規定により使用承継の承認を受けようとする者は、船橋市霊園墓地使用承継承認申請書(第７

号様式)に、戸籍謄本又はこれに代わる書類及び住民票の写しその他市長が必要があると認める書類を添えて、市

長に申請し、その認定を受けなければならない。 

(昭 59規則 72・平 11規則 25・平 24規則 113・一部改正) 

(使用許可の取消通知) 

第 15条 市長は、条例第 11条第１項の規定により、墓地の使用許可を取消したときは、その旨を船橋市霊園墓地使

用許可取消通知書(第９号様式)により、使用者に通知する。 

(一時使用許可の申請等) 

第 16条 霊園の一時使用の許可を受けようとする使用者は、船橋市霊園一時使用許可申請書(第 10号様式)に使用

許可証を添えて、市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する申請を適当であると認めたときは、船橋市霊園一時使用許可証(第 11号様式。以下「一時

使用許可証」という。)を当該使用者に交付する。 

(平 7規則 80・一部改正) 

(工事施工届及び工事完了届) 

第 17条 墓地に碑石の建立その他設備を施工しようとする使用者は、船橋市霊園墓地工事施工届(第 12号様式)に、

一時使用許可書、設計書及び図面を添えて、市長に届出なければならない。 

２ 使用者は、前項に規定する工事を完了したときは、船橋市霊園墓地工事完了届(第 13 号様式)により市長に届出て、

その承認を受けなければならない。 

(使用者の管理義務) 

第 18条 使用者は、常に墓地を清掃し、墓地の碑石、樹木等が転倒その他により危険を生じ、又は他人に迷惑を及ぼ

すおそれがあるときは、速やかに必要な措置を講じなければならない。 

(使用料及び管理料の減免申請) 

第 19条 条例第 17条の規定により、使用料及び管理料の減免を受けようとする者は、船橋市霊園墓地使用料管理料

減免申請書(第 14号様式)により市長に申請し、その認定を受けなければならない。 

(使用許可証の記載事項の変更) 

第 20条 使用者は、使用許可証の記載事項に変更を生じたときは、船橋市霊園墓地使用許可証記載事項変更届(第

15号様式)に使用許可証及び住民票の写しその他の変更を証明する書類を添えて、市長に届け出なければならな

い。 

                                        (昭 59規則 72・平 11規則 25・一部改正) 

附 則 

(施行期日) 

１ この規則は、昭和 55年７月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この規則施行の際、この規則による改正前の船橋市霊園条例施行規則第５条に規定する使用許可証の交付を受

けた者は、この規則第 6条に規定する使用許可証の交付を受けたものとみなす。 

附 則(昭和 58年６月 30日規則第 56号) 

この規則は、昭和 58年７月１日から施行する。 

附 則(昭和 59年 12月 10日規則第 72号) 

(施行期日) 
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１ この規則は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

２ この規則による改正後の船橋市霊園条例施行規則第 11条の規定は、この規則施行の際、現に霊園の一時使用の

許可を申請している者から適用する。 

附 則(平成３年２月 27日規則第８号) 

(施行期日) 

１ この規則は、平成３年３月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ 改正後の第 11条第２項の規定は、この規則の施行の日において現に霊園の一時使用に係る申請書を受理してい

るものから適用する。 

附 則(平成５年３月 31日規則第 43号) 

この規則は、平成 5年 4月 1日から施行する。 

附 則(平成７年９月 29日規則第 80号) 

(施行期日) 

１ この規則は、平成７年 10 月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ 改正前の第１号様式及び第 11号様式の規定により調製した用紙は、当分の間所要の調整をして使用することがで

きる。 

附 則(平成７年 12月１日規則第 88号) 

この規則は、平成８年１月１日から施行する。 

附 則(平成９年３月 31日規則第 25号) 

(施行期日) 

１ この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ 改正後の船橋市霊園条例施行規則の規定は、この規則の施行の日以後に霊園の一時使用に係る申請書を受理し

たものから適用する。 

附 則(平成 11年３月 31日規則第 25号) 

この規則は、平成 11年４月１日から施行する。 

附 則(平成 12年３月 31日規則第 55号) 

この規則は、平成 12年４月１日から施行する。 

附 則(平成 22年 12月 28日規則第 104号) 

この規則は、平成 23 年１月１日から施行する。ただし、第１号様式、第４号様式、第６号様式、第７号様式、第９号

様式、第 10号様式及び第 12号様式から第 15号様式までの改正規定は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 24年７月５日規則第 113号) 

この規則は、平成 24 年７月９日から施行する。ただし、第３条の改正規定(同条第２号中「又は外国人登録済証明

書」を削る部分を除く。)及び第14条の改正規定(「戸籍謄(抄)本」を「戸籍謄本又はこれに代わる書類」に改める部分

に限る。)は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 28年 3月 31日規則第 71号) 

この規則は、平成 28年 4月１日から施行する。  
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（５）船橋市霊堂条例 

平成 5年 3月 31日 条例第５号 

(趣旨) 

第１条 この条例は、墓地、埋葬等に関する法律(昭和 23年法律第 48号)第２条第６項に規定する納骨堂の設置及び

管理に関し、必要な事項を定めるものとする。 

(設置、名称及び位置) 

第２条 市は、納骨堂を設置する。 

２ 納骨堂の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

船橋市馬込霊堂 船橋市馬込町 1,202番地 2 

船橋市習志野霊堂 船橋市習志野 2丁目 5番 9号 

(平 6条例 14・一部改正) 

(使用の要件) 

第３条 船橋市馬込霊堂及び船橋市習志野霊堂(以下「霊堂」という。)を使用することができる者は、次に掲げる要件を

備えたものとする。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

(１) 市内に住所を有し、かつ、住民基本台帳に記録された後１年を経過していること。 

(２) 祭祀
し
を主宰していること。 

(３) 改葬(国外死亡等に係る改葬を除く。)のために使用するものでないこと。 

(平 6条例 14・平 24条例 36・一部改正) 

(使用期間) 

第４条 霊堂を使用することができる期間は、次条第１項の許可を受けた日から 2年を経過した日以後最初に到来する

3月 31日までとする。ただし、これを更新することができる。 

(使用の許可等) 

第５条 霊堂を使用しようとする者は、あらかじめ市長の許可を受けなければならない。 

２ 前項の許可には、管理上必要な条件を付することができる。 

３ 市長は、第１項の許可をしたときは、許可証を交付する。 

４ 第１項の許可を受けた者(以下「使用者」という。)は、本籍、住所又は氏名を変更したときは、市長に届け出て、許可

証の書換えを受けなければならない。 

５ 使用者は、許可証を紛失し、又はき損したときは、速やかに再交付を受けなければならない。 

 (使用権の承継等) 

第６条 使用者の死亡その他の理由により、祭祀
し
を主宰することとなった者は、霊堂の使用権を承継することができる。 

２ 前項の規定により霊堂の使用権を承継しようとする者は、市長の承認を受けなければならない。  

３ 前項の承認を受けた者は、許可証の書換えを受けなければならない。 

(使用の許可の取消し) 

第７条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用の許可を取り消すことができる。 

(１) 使用の目的に違反したとき。 

(２) 使用の許可を受けた日から１年を経過しても使用を開始しないとき。 

(３) 使用料を３年間納付しなかったとき。 

(４) 偽りその他不正の手段により、使用の許可を受けたとき。 

(５) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。  
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(使用場所の返還) 

第８条 使用者は、霊堂を使用する必要がなくなったとき、又は前条の規定により使用の許可を取り消されたときは、速

やかに使用場所を原状に復して、市長に返還しなければならない。 

(収蔵位置の変更等) 

第９条 市長は、使用者が第７条の規定により使用の許可を取り消された場合において前条の規定による返還をしない

ときは、焼骨を所定の場所へ移転し、保管することができる。 

２ 市長は、前項の規定による移転後相当の期間を経過したときは、焼骨を所定の場所に改葬することができる。 

(焼骨の返還) 

第１０条 市長は、使用者が霊堂に収蔵されている焼骨に係る改葬の許可を得た場合のほかは、焼骨を返還してはな

らない。 

(使用料) 

第 11条 使用者は、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める額の使用料を納付しなければならない。 

(１) ４月１日に市内に住所を有し、かつ、住民基本台帳に記録されている者１箇所につき 年額 4,320円 

(２) その他の者１箇所につき 年額 6,480円 

２ 前項の規定にかかわらず、第５条第１項の許可を受けた日からその日以後最初に到来する３月 31日までの期間が

６月を超えないときのその期間の使用料の額は、前項第１号又は第２号に掲げる額の半額とする。 

３ 使用料の納期限は、毎年６月 30日とする。ただし、第５条第１項の許可を受けた日からその日以後最初に到来する

３月 31日までの期間の使用料の納期は、許可の際とする。 

４ 第９条第１項の規定による保管に要する費用は、第８条の規定による返還をしない者が負担し、その額は、使用料

に準じて規則で定める。 

(平 10条例 22・平 24条例 36・平 26条例 1・一部改正) 

(使用料の減免) 

第 12条 市長は、特に必要があると認めるときは、使用料を減免することができる。 

(使用料の不還付) 

第 13条 既に納入された使用料は、還付しない。 

(手数料) 

第 14条 第 5条第 4項若しくは第 5項又は第 6条第 3項の規定により許可証の書換え又は再交付を受けようとする

者は、１件につき 300円の手数料を納付しなければならない。 

(平 28条例 54・一部改正) 

(損害賠償) 

第 15条 使用者は、霊堂の施設等を損傷し、又は滅失したときは、これを原形に復し、又はその損害を賠償しなけれ

ばならない。 

(委任) 

第 16条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成５年 4月１日から施行する。 

附 則(平成６年 3月 31日条例第 14号) 

この条例は、平成６年 4月１日から施行する。 

附 則(平成 10年 3月 31日条例第 22号) 

(施行期日) 

１ この条例は、平成 10年６月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ 改正後の第 11条の規定は、この条例の施行の日以後の調定に係る使用料について適用する。 
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附 則(平成 24年６月 28日条例第 36号)抄 

(施行期日) 

1 この条例は、平成 24年７月９日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行す

る。 

(１) 第 3条中船橋市霊堂条例第 11条第１項の改正規定(同項第１号中「、又は外国人登録原票に登録され」を削る

部分を除く。)及び同条第２項の改正規定 公布の日 

(船橋市霊堂条例の一部改正に伴う経過措置) 

３ この条例の施行の日(以下「施行日」という。)の前日において出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条

約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正する等の法律(平成 21年法律

第 79号)第４条の規定による廃止前の外国人登録法(昭和 27年法律第 125号)第４条第１項に規定する外国人登録

原票に登録をされていた者であって施行日から第３条の規定による改正後の船橋市霊堂条例(以下「改正後の霊堂

条例」という。)第５条第１項の許可を受けるまでの間において住民基本台帳に記録されているものについては、当該

登録をされていた期間を住民基本台帳に記録されていた期間とみなして、改正後の霊堂条例第３条第１号の規定を

適用する。 

４ 平成 25年３月 31日までの間における改正後の霊堂条例第 11条第１項及び第２項の規定の適用については、同

条第１項第１号中「住民基本台帳に記録されている者」とあるのは、「住民基本台帳に記録されている者又は出入国

管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法

の一部を改正する等の法律(平成 21年法律第 79号)第４条の規定による廃止前の外国人登録法(昭和 27年法律第

125号)第４条第１項に規定する外国人登録原票に登録されていた者」とする。 

附 則(平成 26年 3月 28日条例第１号)抄 

(施行期日) 

１ この条例は、平成 26年 4月１日から施行する。 

附 則(平成 28年９月 26日条例第 54号) 

(施行期日) 

１ この条例は、平成 29年 4月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ 第１条の規定による改正後の船橋市手数料条例、第２条の規定による改正後の船橋市霊園条例及び第３条の規定

による改正後の船橋市霊堂条例の規定は、平成 29年 4月１日以後の申請等に係る手数料について適用し、同日前

の申請等に係る手数料については、なお従前の例による。 
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（６）船橋市霊堂条例施行規則 

平成５年 3月 31日 規則第 42号 

 (趣旨) 

第１条 この規則は、船橋市霊堂条例(平成５年船橋市条例第５号。以下「条例」という。)の施行に関し、必 

要な事項を定めるものとする。 

(使用の要件の特例) 

第２条 条例第３条ただし書に規定する市長が特別の理由があると認めるときは、次に掲げるときとする。 

(１) 市内の墳墓を国、県又は市の公共事業のため移転するとき。 

(２) 条例第５条第１項の許可を受けた者(以下「使用者」という。)が市外に転出した場合であって、引き続き船橋市

馬込霊堂(以下「霊堂」という。)を使用するとき。 

(使用期間の更新) 

第２条 条例第４条ただし書の規定による更新は、使用者から更新しない旨の申出がない限り３年ごとにこれ 

を行う。 

(募集) 

第４条 市長は、広報への掲載その他の方法により、霊堂を使用しようとする者を募集する。 

(使用の申請) 

第５条 霊堂を使用しようとする者は、船橋市霊堂使用許可申請書(第１号様式)に次に掲げる書類を添えて 

市長に申請しなければならない。 

(１) 埋火葬許可証又はこれに代わる書類 

(２) 戸籍謄本又はこれに代わる書類及び住民票の写し 

(３) その他市長が必要があると認める書類 

(平 24規則 114・一部改正) 

(公開抽選等) 

第６条 前条の規定による申請をした者で条例第３条に規定する要件を備えたもの(以下「申請者」という。) 

の数が第４条の規定による募集の数を超えるときは、公開抽選により使用を許可する者を決定する。 

２ 市長は、前項の公開抽選を行うときは、その日時及び場所をあらかじめ申請者に通知する。 

３ 公開抽選に立ち会うべき申請者がいないときは、市長が指定する職員２人以上をこれに立ち会わせる。 

４ 市長は、公開抽選の結果を船橋市霊堂公開抽選結果通知書(第２号様式)により、申請者に通知する。 

５ 第１項の規定にかかわらず、市長が特に必要があると認めるときは、公開抽選の方法によらないで、使用を許可す

る者を決定することができる。 

(霊堂使用許可証) 

第７条 条例第５条第３項の許可証は、船橋市霊堂使用許可証(第３号様式。以下「許可証」という。)とする。 

(収蔵等の手続) 

第８条 使用者は、焼骨を収蔵し、又は分骨しようとするときは、許可証を市長に提出し、必要事項の記入を 

受けなければならない。 

 (許可証の書換え及び再交付) 

第９条 使用者は、条例第５条第４項の規定により許可証の書換えを受けようとするときは、船橋市霊堂使用 

許可証記載事項変更届(第４号様式)に許可証及び住民票の写しその他変更を証明する書類を添えて、 

市長に届け出なければならない。 

２ 使用者は、条例第５条第５項の規定により許可証の再交付を受けようとするときは、船橋市霊堂使用許可証再交付

申請書(第５号様式)により、市長に申請しなければならない。 

(使用権の承継の申請等) 

第 10条 条例第６条第２項の承認を受けようとする者は、船橋市霊堂使用承継承認申請書(第６号様式)に 
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許可証、戸籍謄本又はこれに代わる書類及び住民票の写しその他市長が必要があると認める書類を添えて、市長

に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請を受理したときは、その内容を審査し、承認する旨又はしない旨の決定をし、その

旨を当該申請をした者に通知する。 

(平 24規則 114・一部改正) 

(使用の許可の取消し) 

第 11条 市長は、条例第７条の規定により霊堂の使用の許可を取り消すときは、船橋市霊堂使用許可取消 

通知書(第７号様式)により通知する。 

(使用場所の返還の届出) 

第 12条 条例第８条の規定により霊堂の使用場所を返還しようとする者は、船橋市霊堂返還届(第８号様式) 

に許可証及び改葬許可証を添えて、市長に届け出なければならない。 

(保管に係る焼骨の返還を受ける場合の申請) 

第 13条 条例第９条第１項の規定による保管に係る焼骨の返還を受けようとする者は、船橋市霊堂焼骨返 

還申請書(第９号様式)に改葬許可証を添えて、市長に申請しなければならない。 

(保管に要する費用) 

第 14条 条例第 11条第４項に規定する使用料に準じて規則で定める額は、次の各号に掲げる区分に応じ 

当該各号に定める額とする。 

(１) ４月１日に市内に住所を有し、かつ、住民基本台帳に記録されている者 １焼骨６月につき 2,160円 

(２) その他の者 １焼骨６月につき 3,240円 

(平 10規則 61・平 24規則 114・平 26規則 12・一部改正) 

(使用料の減免) 

第 15条 条例第 12条に規定する市長が特に必要があると認めるときは、次に掲げるときとする。 

(１) 生活保護法(昭和 25年法律第 144号)の規定による保護を受けているとき。 

(２) その他市長が特に必要があると認めるとき。 

２ 使用料の減免を受けようとする者は、船橋市霊堂使用料減免申請書(第 10号様式)により、市長に申請しなければ

ならない。 

(納骨簿) 

第 16条 墓地、埋葬等に関する法律施行規則(昭和 23 年厚生省令第 24号)第７条第２項の納骨簿は、納 

骨台帳(第 11号様式)とする。 

附 則 

この規則は、平成５年 4月１日から施行する。 

附 則(平成 10年 5月 15日規則第 61号) 

(施行期日) 

１ この規則は、平成 10年６月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ 改正後の第 14条の規定は、この規則の施行の日以後に移転した焼骨に係る保管に要する費用について適用す

る。 

附 則(平成 12年 3月 31日規則第 56号) 

この規則は、平成 12年 4月１日から施行する。 

附 則(平成 24年 7月 5日規則第 114号) 

(施行期日) 

１ この規則は、平成 24年 7月 9日から施行する。ただし、第５条の改正規定(同条第２号中「又は外国人登録済証明

書」を削る部分を除く。)、第 10条第１項の改正規定(「戸籍謄本」の次に「又はこれに代わる書類」を加える部分に限
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る。)及び第 14条の改正規定(同条第１号中「、又は外国人登録原票に登録され」を削る部分を除く。)並びに第１号

様式及び第４号様式から第 10号様式までの改正規定は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

２ 平成 25年３月 31日までの間における改正後の第 14 条第１号の規定の適用については、同号中「住民基本台帳

に記録されている者」とあるのは、「住民基本台帳に記録されている者又は出入国管理及び難民認定法及び日本

国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正する等の法律

(平成 21年法律第 79号)第４条の規定による廃止前の外国人登録法(昭和 27年法律第 125号)第４条第１項に規

定する外国人登録原票に登録されていた者」とする。 

附 則(平成 26年 3月 31日規則第 12号) 

(施行期日) 

１ この規則は、平成 26年 4月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ 改正後の船橋市霊堂条例施行規則の規定は、平成 26年 4月１日以後に移転した焼骨に係る保管に要する費用

について適用する。 

附 則(平成 28年 3月 31日規則第 71号) 

この規則は、平成 28年 4月１日から施行する。  
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（７）船橋市葬具の貸付に関する条例 
昭和55年３月31日 条例第15号 

（目的） 

第１条 この条例は、葬具を貸し付けることにより、葬儀費用の軽減を図り、もって市民生活の改善に資することを目的

とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「葬具」とは、葬儀に使用する祭壇、机、椅子、拡声機、天幕及び周囲幕をいう。 

（貸付の要件） 

第３条 葬具の貸付けを受けることのできる者は、本市に居住し、住民基本台帳に記録されているものとする。 

（平24条例36・一部改正） 

（第３条に規定する者以外のものへの貸付の許可） 

第４条 市長は、前条に規定する者以外のものが葬具の貸付けを受けようとするときは、支障がない限りこれを許可す

ることができる。 

（申請等） 

第５条 葬具の貸付けを受けようとする者は、市長に申請し、許可を受けなければならない。 

（使用料） 

第６条 葬具の貸付けの許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、別表により算定した額（10円未満の端数があると

きは、これを切り捨てた額）の使用料を前納しなければならない。 

（平３条例29・平10条例８・平24条例36・一部改正） 

（使用料の減免） 

第７条 市長は、特に必要があると認めるときは、使用料を減免することができる。 

（使用料の還付制限） 

第８条 既納の使用料は、還付しない。 

（損害賠償） 

第９条 使用者は、葬具を損傷したときは、市長が定めるところにより、その損害を賠償しなければならない。 

（委任） 

第10条 この条例に定めるもののほか、葬具の貸付けに関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和55年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例施行の際、船橋市斎場条例（昭和49年船橋市条例第22号）第５条の規定により葬具の貸付けの許可を受

けている者は、この条例第５条の規定により葬具の貸付けの許可を受けたものとみなす。 

附 則（昭和61年３月31日条例第12号） 

（施行期日） 

１ この条例は、昭和61年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際、この条例による改正前の船橋市葬具の貸付に関する条例の規定により、既に貸付けの許可

を受けている者の使用料については、なお従前の例による。 

附 則（平成３年12月26日条例第29号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の使用等に係る使用料等であって、施行日前に納付されたもの

の額については、なお従前の例による。 

附 則（平成10年３月31日条例第８号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成10年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の使用等に係る使用料等であって、施行日前に納付されたもの

の額については、なお従前の例による。 

附 則（平成24年６月28日条例第36号）抄 

（施行期日） 
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１ この条例は、平成24年７月９日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行す

る。 

(1) 略 

(2) 第２条中船橋市葬具の貸付に関する条例第６条及び別表の改正規定 平成24年７月１日 

附 則（平成26年３月28日条例第１号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成26年４月１日から施行する。 

（船橋市葬具の貸付に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

６ 第８条の規定による改正後の船橋市葬具の貸付に関する条例の規定は、施行日以後に納付される使用料につい

て適用し、施行日前に納付された使用料については、なお従前の例による。 

別表 

（昭61条例12・平３条例29・平24条例36・平26条例１・一部改正） 

使用者 使用日数 区分 単位 金額 

第3条に規定する者 1回につき 3日以内 祭壇 1組 5,400円 

机 1脚 43円 

椅子 2脚1組 21円 

拡声機 1組 432円 

天幕 1張 486円 

周囲幕 3枚1組 97円 

第4条に規定する者 1回につき 2日以内 祭壇 1組 10,800円 

机 1脚 108円 

椅子 2脚1組 54円 

拡声機 1組 540円 

天幕 1張 540円 

周囲幕 3枚1組 108円 

備考 使用日数を超過した場合の超過額は、その超過した１日につき、表に掲げる金額の５割に相当する額とする。 
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（８）船橋市葬具の貸付に関する規則 

昭和55年３月31日 規則第26号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、船橋市葬具の貸付に関する条例（昭和55年船橋市条例第15号。以下「条例」という。）第10条の

規定に基づき、葬具の貸付けに関し、必要な事項を定める。 

（貸付けを受けようとする者の特例） 

第２条 本市に居住し、かつ、住民基本台帳に記録されている者が死亡した場合に、当該死亡者に係る葬具の貸付け

を受けようとする者が、本市に居住し、かつ、住民基本台帳に記録されている者以外のものである場合においては、

当該葬具の貸付けを受けようとする者について、条例第３条の規定を適用する。 

（平24規則112・一部改正） 

（貸付許可の申請） 

第３条 葬具の貸付けを受けようとする者（以下「申請者」という。）は、船橋市葬具貸付許可申請書（第１号様式）に墓

地、埋葬等に関する法律（昭和23年法律第48号）第８条に規定する埋火葬許可証を添えて、市長に申請しなけれ

ばならない。 

（貸付許可の決定等） 

第４条 市長は、前条の規定による申請を受理したときは、その内容を審査し、貸付けの可否を決定し、貸付けることと

決定したときは、申請者に対し、船橋市葬具貸付許可書（第２号様式。以下「許可書」という。）を交付する。 

（使用料の納付） 

第５条 許可書の交付を受けた者（以下「使用者」という。）は、その交付を受けた際に、使用料を納付しなければならな

い。ただし、市長が必要があると認めるときは、この限りでない。 

（使用料の減免基準） 

第６条 使用料は、使用者が次の各号の一に該当する場合に、これを減免することができる。 

(1) 生活保護法（昭和25年法律第144号）の規定により扶助を受けている者 免除 

(2) 災害等の被災者 ８割減額 

(3) 前年の市民税の非課税世帯又は市民税の均等割のみを課税されている世帯に属している者 ８割減額 

（使用料の減免申請） 

第７条 使用料の減免を受けようとする者は、葬具の貸付許可申請の際に、船橋市葬具貸付使用料減免申請書（第３

号様式）により市長に申請しなければならない。 

（損害賠償） 

第８条 使用者は、葬具を損傷したときは、現品又は相当の代価の賠償をしなければならない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、昭和55年４月１日から施行する。 

（船橋市斎場条例施行規則の廃止） 

２ 船橋市斎場条例施行規則（昭和49年船橋市規則第20号）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ この規則施行の際、船橋市斎場条例施行規則第３条第２項の規定により葬祭施設使用許可証の交付を受けている

者は、この規則第４条の規定による許可書の交付を受けたものとみなす。 



資料編- 86 - 

 

附 則（昭和58年９月30日規則第67号） 

この規則は、昭和58年10月１日から施行する。 

附 則（平成18年３月30日規則第９号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成18年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に改正前の第９条の規定により船橋市葬祭物品購入申込書により申込みをしている者に係

る葬祭物品の頒布等については、なお従前の例による。 

附 則（平成24年７月５日規則第112号） 

この規則は、平成24年７月９日から施行する。 

  



資料編- 87 - 

 

（９）船橋市墓地等の経営許可に関する条例 

平成 13年 3月 30日 条例第 15号 

(趣旨) 

第１条 この条例は、墓地、埋葬等に関する法律(昭和 23年法律第 48号。以下「法」という。)第 10条の規定による墓地、

納骨堂又は火葬場(以下「墓地等」という。)の経営の許可等の基準に関し、必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第２条 この条例における用語の意義は、法の例による。 

(経営許可等の申請) 

第３条 法第 10条第１項の規定による墓地等の経営の許可を受けようとする者は、規則で定めるところにより市長に申

請しなければならない。 

２ 前項の規定は、法第 10条第２項の規定による墓地等の区域若しくは施設の変更又は廃止の許可を受けようとする

者について準用する。 

(事前協議) 

第４条 法第 10条第１項又は第２項の規定による墓地又は納骨堂の経営又は変更の許可を申請しようとする者(地方

公共団体を除く。)は、墓地又は納骨堂の工事着工前に墓地又は納骨堂の計画について市長と協議しなければなら

ない。 

(許可の基準) 

第５条 市長は、法第 10条第１項の規定による墓地の経営の許可の申請があった場合において、当該申請に係る墓

地の経営が次の各号のいずれかに該当し、かつ、当該墓地が次条から第８条まで及び第 12条に規定する基準に適

合していると認められるときでなければ、同項の許可をしてはならない。 

(１) 地方公共団体が経営しようとするとき。 

(２) 宗教法人法(昭和 26年法律第 126号)第４条第２項に規定する宗教法人で、主たる事務所又は従たる事務所を

市内に有するもの(以下「市内宗教法人」という。)が永続的に自己の所有地に設置した墓地を経営しようとすると

き。 

(３) 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律(平成18年法律第49号)第２条第３号に規定する公益

法人(以下「公益法人」という。)が永続的に自己の所有地に設置した墓地を経営しようとするとき。 

(４) 自己又は自己の親族のために設置された墓地を自己又は自己の親族のために引き継いで経営しようとすると

き。 

(５) 災害の発生又は公共事業の実施に伴い、自己又は自己の親族のために設置された墓地を移転して、自己又

は自己の親族のために新たに墓地を経営しようとする場合で、宗教的感情上及び公衆衛生上支障がないと市長

が認めるとき。 

２ 市長は、法第 10条第１項の規定による納骨堂の経営の許可の申請があった場合において、当該申請に係る納骨

堂の経営が次の各号のいずれかに該当し、かつ、当該納骨堂の施設が第９条及び第 12条に規定する基準に適合

していると認められるときでなければ、同項の許可をしてはならない。 

(１) 地方公共団体が経営しようとするとき。 

(２) 市内宗教法人又は公益法人が自己の所有地に設置した納骨堂を経営しようとするとき。 

３ 市長は、法第 10条第１項の規定による火葬場の経営の許可の申請があった場合において、当該申請に係る火葬

場の経営が地方公共団体によるものであり、かつ、当該火葬場が第 10条から第 12条までに規定する基準に適合し

ていると認められるときでなければ、同項の許可をしてはならない。 

４ 市長は、法第 10条第２項の規定による墓地の区域の変更の許可の申請があった場合において、当該変更により新

たに墓地となる区域の経営が当該変更をする前の経営と一体性を有するものとして規則で定める要件に該当し、か

つ、次の各号に掲げる場合にあっては、当該各号に規定する基準に適合していると認められるときでなければ、同

項の許可をしてはならない。 
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(１) 当該変更により新たに墓地となる区域がある場合当該区域が次条から第８条まで及び第 12条に規定する基準

に適合していること。 

(２) 当該変更により墓地でなくなる区域がある場合(引き継いで法第 10条第１項又は第２項の許可を受けて経営す

る者がある場合を除く。)当該区域における改葬が完了していること。 

５ 市長は、法第 10条第２項の規定による納骨堂又は火葬場の施設の変更の許可の申請があった場合において、当

該申請に係る施設が第９条から第 12条までに規定する基準に適合していると認められるときでなければ、同項の許

可をしてはならない。 

６ 市長は、法第 10条第２項の規定による墓地又は納骨堂の廃止の許可の申請があった場合(引き継いで同条第１項

又は第２項の許可を受けて経営する者がある場合を除く。)において、当該申請に係る墓地又は納骨堂の改葬が完

了していると認められるときでなければ、同項の許可をしてはならない。 

(平 20条例 29・一部改正) 

(墓地の環境基準) 

第６条 墓地の設置場所は、次に掲げる基準に適合しなければならない。 

(１) 河川又は海からの距離が 20 メートル以上であること。 

(２) 埋葬に係る墳墓の所在する墓地にあっては、住宅等(住宅、学校、保育所、図書館、博物館、公民館及び病院

並びにこれらの敷地をいう。以下同じ。)からの距離が 100 メートル以上であること。 

(３) 高燥で、かつ、飲用水を汚染するおそれのない土地であること。 

(４) その他公衆衛生上支障がない土地であること。 

２ 前項の規定にかかわらず、災害の発生又は公共事業の実施により墓地を移転することが必要であり、かつ、その移

転する場所が公衆衛生上支障がないと市長が認める場合は、同項第 2号の規定は、適用しない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、墓地の設置後において、河川又は海の改修等により同項第１号に規定する距離内に

当該墓地が存することとなった場合及び当該墓地の経営者以外の者が同項第２号に規定する距離内に住宅等を設

置した場合において、公衆衛生上支障がないと市長が認めるときは、同項第１号及び第２号の規定は、適用しない。 

(墓地の施設基準) 

第７条 墓地の施設は、次に掲げる基準に適合しなければならない。 

(１) 墓地の境界に接し、その内側に幅３メートル以上の緑地帯を設け、かつ、当該境界から３メートル以上内側に、

当該境界から墳墓が見えないように障壁又は密植したかん木の垣根等を設けること。 

(２) 墓地の出入口には、施錠のできる門扉を設けること。 

(３) 墓地の区域内には、砂利敷その他ぬかるみとならない構造を有し、かつ、幅員が１メートル以上である通路であ

って、各墳墓に接続しているものを設けること。ただし、墳墓の構造、配置等により宗教的感情上及び公衆衛生上

支障がないと市長が認める場合は、この限りでない。 

(４) 墳墓１区画当たりの面積が 1.5平方メートル以上であること。 

(５) 墓地の区域内には、適当な排水路を設け、雨水又は汚排水が停留しないようにすること。 

(６) 墓地の区域内には、便所、使用水の施設及び管理事務所を設けること。ただし、墓地の利用者が使用できる便

所、使用水の施設及び管理事務所が近くにあり、宗教的感情上及び公衆衛生上支障がないと市長が認める場合

は、この限りでない。 

(3,000平方メートル以上の墓地の基準) 

第８条 前２条に規定するもののほか、面積が 3,000平方メートル以上の墓地は、次に掲げる基準に適合しなければな

らない。ただし、拡張することにより 3,000平方メートル以上の面積となる場合で、宗教的感情上及び公衆衛生上支

障がないと市長が認めるときは、この限りでない。 

(１) 前条第１号に規定する障壁又は密植したかん木の垣根等に接し、その内側に次の表の左欄に掲げる墓地の区

域の面積に応じ、同表の右欄に掲げる幅の緑地帯を設けること。ただし、土地の形状及び墳墓の配置状況により、

当該緑地帯の面積と同面積の緑地を墓地の区域内に設ける場合は、この限りでない。 
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墓地の区域の面積 緑地帯の幅 

3,000平方メートル以上 4,000平方メートル未満 １メートル以上 

4,000平方メートル以上 5,000平方メートル未満 ２メートル以上 

5,000平方メートル以上 6,000平方メートル未満 ３メートル以上 

6,000平方メートル以上 7,000平方メートル未満 ４メートル以上 

7,000平方メートル以上 8,000平方メートル未満 ５メートル以上 

8,000平方メートル以上 9,000平方メートル未満 ６メートル以上 

9,000平方メートル以上 10,000平方メートル未満 ７メートル以上 

10,000平方メートル以上 ８メートル以上 

(２) 墓地の区域内の主要な通路の幅員は、3メートル以上であること。ただし、面積が 1万平方メートル以上の墓地に

あっては、墓地の区域内の通路のうち幹線となる通路の幅員は、6 メートル以上であること。 

(３) 墓地の利用者が利用しやすい位置に休憩所及び市長が定める数以上の駐車台数を有する駐車場を設けるこ

と。 

(納骨堂の施設基準) 

第９条 納骨堂の施設は、次に掲げる基準に適合しなければならない。 

(１) 納骨堂の境界に障壁又は密植したかん木の垣根等を設け、かつ、納骨装置の存する建物の周囲に相当の空地

を設けること。ただし、建物の一部において堅固な障壁等で他の施設と区画された納骨装置の存する建物にあって

は、この限りでない。 

(２) 納骨堂の出入口には、施錠のできる門扉を設けること。 

(３) 納骨堂には、便所、使用水の施設、待合室及び管理事務所を設けること。ただし、納骨堂の利用者が使用できる

便所、使用水の施設、待合室及び管理事務所が近くにあり、宗教的感情上及び公衆衛生上支障がないと市長が

認める場合は、この限りでない。 

２ 前項に規定するもののほか、納骨装置の存する建物は、次に掲げる基準に適合しなければならない。 

(１) 耐火建築構造とし、内部の設備は、不燃材料を用いること。 

(２) 内部には、除湿装置を設けること。 

(３) 出入口及び納骨装置には、施錠ができること。ただし、納骨装置の存する場所の出入りが納骨堂の管理者に限

られる場合の納骨装置にあっては、この限りでない。 

(火葬場の環境基準) 

第 10条 火葬場の設置場所は、次に掲げる基準に適合しなければならない。 

(１) 住宅等からの距離が 100 メートル以上であること。 

(２) その他公衆衛生上支障がない土地であること。 

２  前項の規定にかかわらず、火葬場内に当該火葬場の施設を増築し、又は改築する場合において、公衆衛生上支

障がないと市長が認めるときは、同項第１号の規定は、適用しない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、火葬場の設置後同項第１号に規定する距離内に住宅等が設置された場合において、

公衆衛生上支障がないと市長が認めるときは、同号の規定は、適用しない。 

(火葬場の施設基準) 

第 11条 火葬場の施設は、次に掲げる基準に適合しなければならない。 

(１) 火葬場の境界に障壁又は密植したかん木の垣根等を設け、かつ、当該境界に接し、その内側に緑地帯を設け

ること。 

(２) 火葬場の出入口には、施錠のできる門扉を設けること。 

(３) 火葬炉には、防臭、防じん、防音及び大気の汚染防止について、十分な能力を有する排ガス再燃焼装置等を

設けること。 
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(４) 火葬場には、便所、使用水の施設、待合室及び管理事務所を設けること。 

(５) 火葬場には、収骨容器等を保管する施設を設けること。 

(６) 火葬場には、灰庫を設けること。 

(７) 火葬炉が存する建物及び収骨容器等を保管する施設には、施錠ができること。 

(基準の適用除外) 

第 12条 墓地等を引き継いで経営しようとする場合において、土地の状況、墓地等の構造その他特別の事情があり、

宗教的感情上及び公衆衛生上支障がないと市長が認めるときは、第６条から前条までの規定は、適用しない。 

(変更の届出) 

第 13条 墓地等の経営者は、墓地等の区域又は施設を変更する場合を除き、第 3条の規定により申請した事項に変

更が生じたときは、規則で定めるところにより、市長に届け出なければならない。 

(経営者の責務) 

第 14条 墓地等の経営者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(１) 墓地等の管理運営は、経営者自らが行うこと。ただし、付随的な事務を委託する場合は、この限りでない。 

(２) 墓地等を清潔に保つこと。 

２ 前項に規定するもののほか、面積が 3,000平方メートル以上の墓地の経営者は、墓地の出入口等利用者の見やす

い位置に、名称その他必要な事項を表示しなければならない。 

(委任) 

第 15条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

(施行期日) 

１ この条例は、平成 13年 4月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この条例の施行の際現に存する墓地等に係る基準の適用については、第６条から第 11条までの規定にかかわらず、

なお従前の例による。 

附 則(平成 20年９月 30日条例第 29号) 

(施行期日) 

１ この条例は、平成 20年 12月１日から施行する。 

(経過措置) 

２ この条例の施行の際現に第１条の規定による改正前の船橋市墓地等の経営の許可等に関する条例(以下「旧条例」

という。)第５条第１項第３号の規定により墓地、埋葬等に関する法律(昭和 23年法律第 48号)第 10条に規定する許

可を受けている者に係る第１条の規定による改正後の船橋市墓地等の経営の許可等に関する条例(以下「新条例」

という。)第５条第１項第３号の規定の適用については、なお従前の例による。ただし、当該者がこの条例の施行の日

(以下「施行日」という。)以後に新条例第３条第２項において準用する同条第１項の規定による申請(廃止に係るもの

を除く。)をする場合にあっては、新条例第５条第１項第３号の規定を適用する。 

３ この条例の施行の際現に旧条例第３条第１項又は第２項(廃止に係るものを除く。)において準用する同条第 1項の

申請をしている者に係る新条例第５条第１項第３号の規定の適用については、なお従前の例による。ただし、当該者

が施行日以後に新条例第３条第２項において準用する同条第１項の規定による申請(廃止に係るものを除く。)をする

場合にあっては、新条例第５条第１項第３号の規定を適用する。 
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（10）船橋市墓地等の経営許可に関する条例施行規則 

平成 13年 3月 30日 規則第 34号 

(趣旨) 

第１条 この規則は、船橋市墓地等の経営の許可等に関する条例(平成 13年船橋市条例第 15号。以下「条 

例」という。)の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

(経営許可の申請) 

第２条 条例第３条第１項の規定による経営の許可の申請は、船橋市墓地等経営許可申請書(第１号様式 

に次に掲げる書類及び図面を添えて行うものとする。 

（１）  墓地等の周囲 200 メートル以内の河川又は海及び住宅等の状況を示す見取図 

（２）  墓地等の位置を示す図面 

（３）  墓地にあってはその区域を示す図面並びに施設の配置図及び構造図、納骨堂又は火葬場にあっては建物

及びその付属設備の配置図及び構造図 

（４）  墓地等に係る土地の登記事項証明書 

（５）  墓地にあっては、公図の写し及び地積測量図 

（６）  維持管理規則等墓地等の使用及び管理の方法を記載した書類 

（７）  経営計画書等墓地等の経営に必要な事項を記載した書類 

（８）  資金計画書 

（９）  地方公共団体が申請する場合にあっては、議会の議決書の写し 

（10） 市内宗教法人又は公益法人が申請する場合にあっては、これらの法人の規則、寄附行為又は定款の写し、

登記事項証明書及び許可申請に関する意思決定をした旨を証する書類 

（11） その他市長が必要があると認める書類 

(平 17規則 4・一部改正) 

(変更又は廃止の許可の申請) 

第３条 条例第３条第２項において準用する同条第１項の規定による変更の許可の申請は、船橋市墓地等 

変更許可申請書(第２号様式)に次に掲げる書類及び図面を添えて行うものとする。 

(１) 変更後の墓地等に係る前条各号に掲げる書類及び図面 

(２) 改葬を必要とする場合にあっては、改葬許可証の写し及び改葬報告書 

２ 条例第３条第２項において準用する同条第１項の規定による廃止の許可の申請は、船橋市墓地等廃止許可申請

書(第３号様式)に次に掲げる書類及び図面を添えて行うものとする。 

(１) 墓地又は納骨堂を廃止する場合(引き継いで法第 10条第１項又は第２項の許可を受けて経営する者がある場

合を除く。)にあっては、改葬許可証の写し及び改葬報告書 

(２) 地方公共団体が申請する場合にあっては、当該墓地等の廃止に関する議会の議決書の写し 

(３) 市内宗教法人又は公益法人が申請する場合にあっては、これらの法人の登記事項証明書及び許可申請に関

する意思決定をした旨を証する書類 

(平 17規則 4・一部改正) 

(事前協議書) 

第４条 条例第４条の規定により協議を行おうとする者は、船橋市墓地・納骨堂経営(変更)許可事前協議書 

(第４号様式)に市長が必要があると認める書類及び図面を添えて、市長に提出しなければならない。 
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(許可書の交付等) 

第５条 市長は、墓地、埋葬等に関する法律(昭和 23年法律第 48号。以下「法」という。)第 10 条第１項及び 

第２項の規定による許可をしたときは、船橋市墓地等経営(変更・廃止)許可書(第５号様式)を交付する。 

２ 市長は、法第 10条第１項及び第２項の規定による許可をしないこととしたときは、船橋市墓地等経営(変更・廃止)不

許可通知書(第６号様式)により通知する。 

(墓地変更許可の要件) 

第６条 条例第５条第４項の規則で定める要件は、次の各号のいずれにも該当する場合とする。 

(１) 変更をする前の墓地の面積と変更により新たに墓地となる区域の面積の合計が、当該変更に係る墓 

地のうち法第 10条第１項の規定による許可を受けた墓地の面積の２倍の面積以下であること。 

(２) 変更をする前の墓地と当該変更により新たに墓地となる区域が接続している等その形態が１の墓地であると認

められること。 

(変更の届出) 

第７条 条例第 13条の規定による届出は、船橋市墓地等許可申請書記載事項変更届(第７号様式)により 

行うものとする。 

 

附 則 

この規則は、平成 13年 4月１日から施行する。 

附 則(平成 17年 3月 28日規則第４号)抄 

(施行期日) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 28年 3月 31日規則第 71号) 

この規則は、平成 28年 4月１日から施行する。  
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（11）船橋市墓地等の経営許可に関する事前協議実施要綱 

 平成 13年４月１日 環衛第 752号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は､ 墓地等の経営又は変更の許可に際し船橋市墓地等の経営の許可等に関する条例（平成 13 年

船橋市条例第 15号。以下「条例」という。）第４条の規定に基づき実施する当該墓地等の計画についての協議に関

し、船橋市墓地等の経営の許可等に関する条例施行規則（平成 13年船橋市規則第 34号。以下「規則」という。）第

４条に基づき必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、法及び条例の定めるところによる。 

（事前協議書の添付書類） 

第３条 規則第４条に規定する市長が必要があると認める書類及び図面は、次に掲げるとおりとする。 

（１）  墓地等の周囲 200 メートル以内の河川又は海及び住宅等の状況を示す見取図 

（２）  墓地等の位置を示す図面 

（３）  墓地にあってはその区域を示す図面並びに施設の造成計画、設計図及び構造図、 納骨堂にあ っては建

物及びその付属設備の設計図及び配置図 

（４）  墓地等に係る土地の登記事項証明書 

（５）  墓地にあっては、公図の写し、現況図及び地積測量図 

（６）  維持管理規則等墓地等の使用及び管理の方法を記載した書類 

（７）  経営計画書等墓地等の経営に必要な事項を記載した書類 

（８）  資金計画書及び墓地等の設置に要する費用の明細書 

（９）  法人の登記事項証明書、宗教法人規則、定款又は寄付行為の写し及び墓地等の経営又は変更の意思決定

をした旨を証する書類 

（10） 宗教法人にあっては､ 収支決算書 

（11） 財産目録、残高証明書等の財産が確認できる書類 

（12） 墓地の区域の面積が 3,000平方メートル以上の墓地（拡張することにより 3,000平方メートル以上の面積となる

ものを含む。）にあっては、墓地の経営の必要性を証する書類 

（13） その他市長が必要と認める書類 

（審査等） 

第４条 市長は､ 規則第４条に規定する、船橋市墓地・納骨堂経営（変更）許可事前協議書（以下「事前協議書」とい

う。）の提出があった場合は、墓地等の計画の内容が別表に掲げる審査基準に適合しているかどうかを審査し、計画

の内容が審査基準に適合していないとき ､ 又はその他市長が必要と認めるときは､ 経営予定者に対し､ 審査基準

に適合するよう指導するものとする｡ 

２ 経営予定者は、前項の規定による指導があったときは、誠実に対応しなければならない。 

（事前協議書等） 

第５条 市長は､ 前条の規定による審査の結果､ 墓地等の計画の内容が､ 審査基準に適合していると認めるときは船

橋市墓地・納骨堂経営（変更）許可事前協議済書（第１号様式、以下「事前協議済書」という。）により、審査基準に適

合していないと認めるときは船橋市墓地・納骨堂経営（変更）許可事前協議事項不適合通知書（第２号様式）により

経営予定者に通知する。 

２ 前項の事前協議済書の有効期間は、通知の日から３年が経過する日までの期間とする。 
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（変更協議） 

第６条 前条第１項の事前協議済書による通知を受けた経営予定者は、協議した事項を変更しようとするときは、船橋

市墓地・納骨堂経営（変更）許可事前協議事項変更協議書（第３号様式）に事前協議済書の写し及び変更に係る第

３条各号に掲げる書類及び図面を添えて市長に提出し、協議しなければならない。この場合において、その変更が

次の各号の一に該当するときは、前条第２項の規定にかかわらず事前協議済書は、その効力を失うものとし、経営予

定者は新たに事前協議を行わなければならない。 

（１）経営予定者を変更する場合 

（２）墓地又は納骨堂の用地を変更する場合 

（３）埋蔵墓地から埋葬墓地へ変更する場合 

（４）その他、市長が事前協議済書の内容と一体性を失うと認める場合 

（中止の届出） 

第７条 第５条第１項の事前協議済書による通知を受けた経営予定者は、墓地等の計画を中止する場合は船橋市墓

地・納骨堂計画中止届出書（第４号様式）に事前協議済書を添えて市長に届け出なければならない。 

（墓地等の工事禁止） 

第８条 経営予定者は､ 第５条第１項の事前協議済書による通知を受けなければ、墓地等に係る造成、建設その他の

工事を行ってはならない。 

（標識の設置） 

第９条 第４条の規定により事前協議書を提出した経営予定者は、墓地等の予定区域の周辺住民に墓地等の計画の

周知を図るため、予定区域内の見やすい位置に墓地等の計画概要を示した標識（第５号様式）を設置するものとす

る。 

２ 前項の標識の設置期間は、第４条の規定により事前協議書を提出した日から法第 10条第１項又は第２項の規定に

よる許可を受けた日までの期間とする。 

（墓地等の計画の説明等） 

第 10条 第４条の規定により事前協議書を提出しようとする経営予定者は、墓地等の予定区域の周辺住民等に当該

墓地等の計画について説明するとともに、次に掲げる者に対し、その承諾を得るように努めなければならない。ただ

し、市長がその必要がないと認めたときは、この限りではない。 

（１）墓地の用地の境界から 100 メートル以内の居住者 

（２）納骨堂の用地の境界から 30 メートル以内の居住者 

（３）墓地又は納骨堂の用地の境界から 10 メートル以内の土地の所有者 

（紛争の解決） 

第 11条 経営予定者は､ 墓地等の用地の周辺住民等との間で紛争が生じたときは、誠意をもって自主的に解決する

ように努めなければならない。 

（提出書類） 

第 12条 この要綱に基づき市長に提出する書類及び図面の部数は､ 正副２部とする。 

（補則） 

第 13条 この要綱に定めるもののほか､ 墓地等の経営の許可等に関する事前協議について必要な事項は､ 別に定

める｡ 

附 則 

この要綱は、平成 13年 4月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 13年 4月 17日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 17年 3月 7日から施行する。 
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 （別表） 
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７．用語解説 

50音順 

用語 解説 

永代供養 
経済的な理由や身体的な理由あるいは遠距離故にお墓参りできない人のお墓につい

て、遺骨を預かった寺などが永代にわたって供養と管理をする仕組みのこと。 

エンディング

サポート 

高齢者が人生の終末期において抱える財産の処分や相続、医療・介護、その他生活

の不安に関わる課題について支援を行うこと。 

合葬墓 

家族単位ではなく、共同で使用する墓地のこと。 

合葬式の納骨施設の周辺に慰霊碑を設け、あわせて設置された献花台等で参拝する

形式の慰霊碑型合葬式墓地などがある。 

無縁墓 
元々は管理者がいたが、時を経て管理者やその承継者がいなくなったり、行方不明

になったりした墓地のこと 

改葬 

お墓を別の墓に移すこと。 

「この法律で「改葬」とは、埋葬した死体を他の墳墓に移し、又は埋蔵し、若しく

は収蔵した焼骨を、他の墳墓又は納骨堂に移すことをいう」（墓地・埋葬等に関する

法律 第２条第３項） 

核家族化 

親族のみで構成された世帯のうち、夫婦のみの世帯、夫婦と子供から成る世帯、男

親と子供から成る世帯、女親と子供からなる世帯のことを核家族といい、こうした

世帯が増えることを核家族化という。 

簡易生命表 

日本にいる日本人について、平成 28 年１年間の死亡状況が今後変化しないと仮定

したときに、各年齢の人が１年以内に死亡する確率や、平均してあと何年生きられ

るかという期待値などを、死亡率や平均余命などの指標によって表したもの。厚生

労働省が人口推計による人口や人口動態統計月報年計（概数）による死亡数、出生

数を基に毎年作成している。 

管理料 本書においては墓地等の管理のために、年単位で支払う維持管理費のことを指す。 

行旅死亡人 
旅行中に死亡し、引取り手がいない者のこと。住所、氏名が不明で、引取り手もい

ない場合も行旅死亡人とみなされる。（行旅病人及行旅死亡人取扱法） 

散骨 祭祀の目的をもって、故人の火葬したあとの焼骨を海洋等で散布すること。 

残余空間 本書においては霊園・霊堂内の未利用の空間のことを指す。 

市営霊園 市が経営する霊園（墓地）のこと。 

市営霊堂 市が経営する霊堂（納骨堂）のこと。 

市政モニター

アンケート 

広く市民の皆様の意識を把握するため、地域・年代・性別などを考慮して決定し、

任期 1年（4月～翌年 3月）で市政モニターを選出し、モニターを対象に年 3回程度

実施するアンケート調査。 

芝生型墓地 
芝生の上に墓石を設置する形態の墓地。個々の墓を柵で囲わず、開放的であること

が特徴である。 

市民意識調査 
広く市民の意識を把握し市政に反映させるため、本市が市内に在住する満 18歳以上

の男女を住民基本台帳から 3,000人無作為抽出し、郵送法により年 1回行う調査。 
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用語 解説 

宗旨宗派不問

の墓地 

特定の宗旨宗派に限らず、誰でも墓を建てることができる墓地。公営墓地は宗旨宗

派不問である。 

墓地の循環的

な利用 

前使用者より返還された墓地区画に新たな利用者を募り、墓地の利用を循環させる

こと。 

使用料 
本書においては、墓地等の管理のために、一括で支払う永代の使用料のことを指す。

いわゆる永代使用料。 

人口ビジョン 
平成 26 年 に策定されたまち・ひと・しごと創生法に基づき、各自治体が、管轄区

域の人口の現状分析と将来展望の推計を行ったもの。本市では平成 28年に策定した。 

生前返還 
生前に予約した墓地区画について、転出や墓地に対する意向の変化等に伴い、生前

に返還を行うこと。 

総合計画 

市の政策目標を示し、それを実現するための施策や事業を関連づけて総合的・体系

的にとりまとめた計画。本市では平成 24年に平成 32年度までを計画期間とした「ふ

るさとふなばしプラン 2020」を策定している。 

檀信徒同一宗

派の墓地 

特定の宗旨宗派について、そこに属する檀家や信徒、門徒の者が建てることができ

る墓地。寺院の境内地が多い。 

都市計画マス

タープラン 

都市をゆとりや豊かさを真に実感できる空間として整備し、個性的で快適な都市づ

くりを進めるため、市町村が市民の意見などを反映させて、まちづくりの将来ビジ

ョン、地域のあるべき姿、まちづくりの方針などを定めたもの。都市計画法第１８

条の２第１項の規定に基づき定める「船橋市における都市計画決定・変更の方針」

であり、様々な都市計画事業が計画的に展開される上での指針として、本市では平

成 24年度に改正された。 

返還区画 一度使用された後に、墓じまいや改葬などに伴い返還された区画のこと。 

墓地 

法律上は墓地とは墳墓を設けるために、墓地として都道府県知事（市長又は区長。）

の許可をうけた区域（墓地・埋葬等に関する法律 第２条第５項）のことをいう。本

書においては、個々の墳墓がある場所の両者を指す。 

民間墓地 
宗教法人等が設置する、境内墓地・事業型墓地など、公営墓地以外の墓地のことを

いう。 

民間納骨堂 宗教法人等が設置する、公営の納骨堂以外の納骨堂のこと。 

無縁遺骨 孤立死等の場合で、引取り手が居ない、もしくは親族等が引取りを拒否した遺骨。 
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